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１ はじめに
　近年、アジアを中心として、インフラ整備に対して旺

盛な需要がある。建設産業は国内市場が縮小する中で、

アジアの成長市場に参入し、成長の果実を取り込む仕組

みをいかに構築するか、という観点から、近年、国土交

通省において海外展開が活発に議論されている。

　本稿では、国土交通省成長戦略、途上国等でのインフ

ラ整備における官民協働型の取り組みについて、特に道

路や ITS 分野を中心にご紹介したい。

２ 国土交通省成長戦略
　５月17日に、国土交通省成長戦略が国土交通省成長戦

略会議（座長：長谷川閑史　武田薬品工業株式会社代表

取締役会長）によって取りまとめられた。

　この中で、今後の国土交通省の成長戦略として重点的

に取り組む分野として、海洋、観光、航空、国際展開・

官民連携、住宅都市の５つについて課題、取り組むべき

施策が記述されている。

　このうち、国際展開・官民連携分野については、次の

ように取りまとめられている。（本稿では、主に国際展

開分野について記述。）

将来目指す姿・あるべき姿

　我が国の優れた建設・運輸産業、インフラ関連産

業が、海外市場において活躍の場を拡げ、世界市場

で大きなプレゼンスを発揮。

　アジアを中心とした新興国では、経済成長に伴って膨

大なインフラ整備ニーズ（ADB によるとアジアだけで

向こう10年間に約８兆ドル）の発生が予測され、これを

見据えて国内市場や EU のような統合市場で実績をあ

げ、競争力をつけた欧米企業や韓国企業が多数参画して

きている。

　人口減少や政府の公共投資の圧縮によって主力とする

国内市場が縮小を余儀なくされる我が国の関連企業に

とっても、この新たな成長市場は今後の主戦場であり、

他国企業に対して競争できる体制を整え、成長の果実を

取り込む仕組みを作ることは喫緊の課題である。

　このような状況を踏まえ、大きな成長が見込まれるア

ジアを中心とした海外市場において、我が国の優れた建

設・運輸産業、インフラ関連産業が活躍の場を拡げ、製

品の輸出にとどまらず、的確な状況分析の上でリスクテ

イクが可能な案件については、建設から管理運営まで

国土交通省の海外戦略

─  中野　穣治
国土交通省道路局企画課　企画専門官

国土交通省等の国際展開
　中国をはじめとするアジア諸国は高成長を続けている。この機会をチャンスと捉え、民間
がアジアの成長を積極的に取り込めるような基盤づくりを国土交通省の成長戦略の一つとし
て実施する政策が動き出した。わが国の優れたインフラ整備を海外で戦略的に推進するため
の動きについて取り上げる。

─  奥村　康博
国土交通省総合政策局国際建設推進室　国際建設技術企画官
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パッケージでの事業展開も行う等、世界市場で大きなプ

レゼンスを発揮している姿を目指す。

　上記のような将来目指す姿・あるべき姿を念頭におい

て、2020年における戦略目標を次のとおり設定する。

○�我が国企業が獲得した海外受注のうち、国土交通

省が積極的に働きかけて官民連携により新たに獲

得した海外受注高を2020年までの合計で10兆

円以上とする。

（１）現状の課題・問題点

　個別分野毎にその特性に合わせた戦略が必要であるこ

と、日本企業は一般的には個別の技術・システムは優れ

ているものの、パッケージ化する力が弱いこと等に留意

し、強いリーダーシップの下、組織・体制の強化、スタ

ンダードの整備、金融メカニズムの整備等に取り組むこ

とが必要。

（２）課題に対応した政策案

政策１：リーダーシップ、組織・体制の強化

　政治のリーダーシップによる官民一体となった

トップセールスを展開するとともに、国土交通省内

の体制及び省庁横断的な体制の創設や強化、グロー

バルな問題に柔軟に対応できる企業の人材育成や組

織強化に対する支援を図る。

①�　政治のリーダーシップによる官民一体となったトッ

プセールスの展開

　ベトナムでは、（中略）高速道路事業が PPP により実

施される予定であることから、これらへの参入を目指

し、官民連携によるトップセールスを早急かつ強力に推

進する。

②　国土交通省内の体制強化

　縦割りを廃し、総合的・戦略的に国土交通関連産業の

国際展開に取り組む必要がある（国際局の創設等）。そ

の際、相手国のニーズにきめ細かく対応できるよう、分

野横断的に取り組むとともに、所管産業を支援する観点

を強化し、民間企業とのネットワークの強化や民間人材

の有効活用に努力する。例えば、官民連携による「ITS

の国際展開会議」（中略）を創設するほか、（中略）オー

ルジャパンでの官民連携体制の構築。

　また、マーケットデータ、競合関係、日本企業の状況

の把握等、情報の一元管理、省庁横断的な政策の企画立

案機能を強化する必要がある。（中略）各専門分野の人

材を結集し、アジア向けの機能限定・低価格 ITS（中

略）等、相手国に合わせた商品・技術の開発や市場戦略

の策定に取り組む。

　さらに、明確な目標設定と定期的な進捗管理を実施す

るとともに、トップセールスや人材、金融支援の総枠と

いったリソースの把握と配分を目的とした計画を策定

し、着実に実施することが必要である。

③　他省庁を巻き込んだ省庁横断的な推進体制整備

④　大使館や JETRO などの既存の支援機能の強化

⑤　企業の組織・人材のグローバル化に対する支援

政策２：スタンダードの整備

　国内スタンダードのグローバルスタンダードへの

適合を図るとともに、日本の技術・規格の国際標準

化や投資対象国での採用に向けた取組を推進する。

①�　国内スタンダードのグローバルスタンダードへの適

合（国内外の規制、税制等のイコールフッティング

化）

②�　日本の規格を国際統一規格とするための取組や投資

対象国におけるスタンダードの獲得のための取組の推

進

　（中略）これまで国際標準化を積極的に進めてきて一

部成果の上がってきている ITS や下水道の水・エネル

ギー再生など日本が技術的優位性を有している分野にお

いて、日本の技術・規格の戦略的な国際標準化を進める

ほか、諸外国に向けて日本方式の普及を進める。

③�　日本企業の声を踏まえた外国政府に対する通関制度

その他の制約解消に向けた働きかけの強化

④　相手国への技術協力の強化

政策３：金融メカニズムの整備

　政府による金融支援機能を強化するとともに、

ODA予算の活用や貿易保険、税制面での支援を拡

充する。

①　政府による金融支援機能の設定

②　インフラファンドによる投資支援や信用補完
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③�　ODA 予算の活用、貿易保険や税制面での支援の強

化

3 海外の道路整備における官民協働の取り組み

（１）ベトナム国道路官民研究会　最終とりまとめ（平成22年３月）

　経済発展が進む開発途上国では、今後増大するインフ

ラ需要に対して、これに応えるために必要となる政府の

自己資金や利用可能な ODA 予算が不足している。途上

国のインフラ整備の推進にあたっては、この大きな資金

ギャップが共通の課題となっており、その解決に当た

り、民間の資金やノウハウを活用する官民協働の重要性

が増している。現在、世界規模の金融危機を受け、途上

国のインフラ需要に対する資金供給の減少が避けられ

ず、先進国からの ODA と民間資金を組み合わせた対応

がより一層必要となっている。

　一方、我が国の建設産業は、国内市場が縮小する中、

その技術力を十二分に発揮して国際競争力を強化するこ

とが重要な課題の一つとされている。

　このため、インフラ整備・運営に関して豊富な経験を

持つ我が国が、官民一体となって、開発途上国における

官民協働型のインフラ整備を支援することが求められて

いる。

①　ベトナム国における道路整備の状況

道路整備に係る計画

　ベトナム国では、交通運輸省による「高速道路開発計

画」が2008年12月に首相承認を得ており、これにより、

約5,900㎞の高速道路整備計画が位置付けられた。

　この計画において、2020年までに約2,512㎞の高速道

路の整備を行うこととしている。

②�　ベトナム国道路整備への我が国からの支援強化に向

けた提言

　我が国のこれまでの半世紀の間に行ってきた高速道路

の計画、整備、運営・維持・管理に係る技術・ノウハウ

を活用しつつ、官民が適切な役割分担のもと連携し、事

業の上流から下流までを「ジャパン・パッケージ」とし

て体系的に支援することが効果的である。

　ジャパン・パッケージは、政府間の政策対話、STEP

案件の形成等を含む有償資金協力、技術協力、高速道路
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会社を中心とした民間のノウハウ・資金の活用の４本の

柱を組み合わせた施策の連携によるパッケージとして支

援するものである。

③　今後に向けて

・�我が国の技術・ノウハウを活用しつつ、官民連携を行

いつつ、事業の上流から下流までを「ジャパン・パッ

ケージ」として体系的に支援を行う。また、日本グ

ループが統一した取り組みを行う。

・�政府の強いリーダーシップの下でスピード感を持った

対応を行うこと。

・�資金提供から運営管理までも含めた総合的な事業提

案、ナショナルプロジェクトとしての位置づけとプロ

モートが必要

・�具体的な案件の推進に向けて個別案件を対象とした企

業連合・チームを形成して対応する。

（２）海外道路PPP協議会

　昨年度のベトナム国道路官民研究会　最終とりまとめ

に引き続き、海外において PPP プロジェクトの案件形

成を一層進めるため、対象国を限定せずに官民が広く情

報共有・交換を行うことを目的として、海外道路 PPP

協議会が設置された。第１回は５月19日に開催してい

る。

　今後の進め方として、アジアを中心とした国別ワーキ

ンググループを設置し、その中で個別の道路案件につい

て議論をすすめることとしている。て議論をすすめることとしている。

4 おわりに
　本稿で述べたように、道路や ITS 分野における海外

展開の官民連携の取り組みは、国土交通省成長戦略等に

よってその方向性が示された段階である。今後は、

「ジャパン・パッケージ」等のフレームワークを活用し

つつ、途上国等の個別具体の案件に対し、事業の構想段

階からいかに参画していくかが焦点となって来ると思わ

れる。

　今後、具体的な道路事業等で日本の官民が連携した取

り組みが進められ、成長するアジアほかの PPP プロ

ジェクト市場において、日本の企業が道路の建設から管

理まで参画するようになることを期待している。



１

１ 概要
　欧米の民間事業者は、古くよりアジア諸国を始めとす

る海外市場で ETC など自国の ITS システムの熱心な拡

販活動により実績を重ねてきている。今後、日本の ITS

技術の国際展開を図るに当たっては、欧米における技術

動向の影響を受ける可能性が大きい。特に最近、欧米に

おける ITS 技術動向に関して注目される動きが顕著で

ある。

　我が国の優れた ITS システムを海外において展開す

るためには、欧米における ITS の技術動向を詳細に調

査することが重要である。本項では欧米における ITS

の技術開発動向と標準化動向を概説した後、我が国の

ITS 技術を国際市場へ展開する際の課題について考察す

る。

２ 欧州の動向
　欧州における近年の ITS 関連に関連する動向とし

て、2008年12月に欧州委員会が採択した ITS アクショ

ンプランに基づいて、2009年10月に発行された ITS 協

調システムの標準化指令に対応する活動と、1997年より

基本部分の標準化が進められ現在はその最終段階にある

GNSS（衛星航法システム）とセルラ網を利用する欧州

電子的通行料サービス（EETS：European Electronic 

Toll Service）の実現がある。

　前者である協調システムについては、欧州の官民プロ

ジェクト等で熱心な研究開発が行われてきた車輌安全を

志向する路車協調システムに対して、欧州委員会による

標準化指令が発令されたことにより標準化活動が活発化

している。標準化指令は、欧州連合内で特に５GHz 帯

における協調システムの展開とインターオペラビリティ

を保証するために、欧州標準化団体での ITS の技術標

準・規格の開発を指令するものである。

　標準化指令に先立つ2008年８月５日に欧州委員会は、

交通事故や交通渋滞と戦う総合的な対策の一環として、

協調システム（co-operative systems）と称されるイン

テリジェント車輌通信システムのために、欧州全域で無

線スペクトラムの一部をリザーブすることを決定した。

欧州委員会の決定は、即時性と信頼性の高い車輌間およ

び車輌・インフラ間通信に使用するために、欧州で単一

の周波数帯として5.9GHz 帯の30MHz 幅のスペクトラム

割り当てを規定している。図１に欧州委員会決定文書に

添付されている協調システムの概念図を示す。

　欧州標準化団体である CEN（欧州標準化委員会）と

ETSI（欧州電気通信協会）が指令に基づき作業を開始

している。両標準化機関の定義では、協調システムは車

輌間、車輌・インフラ間およびインフラ・インフラ間の

通信をベースとする情報交換のための ITS システムで

ある。また、両機関の定義では協調システムを5.9GHz

帯の安全支援通信に限定せず、無線 LAN や携帯電話シ

ステムなど広範な通信メディアを含み、付加価値サービ

ス（マルチアプリケーション）まで包含する ITS サー

ビスとしている。

　協調システムについては、既に ETSI や ISO（国際標

準化機構）、さらに他の国際的標準化機関で標準化が始

められている。2009年11月13日には欧州連合（欧州委員

会の情報・メディア総局）と米国（運輸省の調査・革新

技術局）は、協調システムの開発協力に関する意思表示

（Declaration of Intent）についてワシントン D.C. で署

名している。

　後者の欧州電子的通行料サービス（EETS）は、欧州

域内の通行料収受システム（ETC）のインターオペラ

ビリティを確保するために2004年４月に発令された欧州

指令に基づくものである。欧州指令によれば、EETS の

適用は重量車に対しては2012年、一般車両への適用は

5

民間における ITS技術の国際展開の現状と
今後の展開（欧米）

 
㈱工藤コンサルティング
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2014年となっている。（既に一部の国々で重量車に対す

る同様システムの実施が始まっている）

　EETS のうち、GNSS とセルラ網を利用する方式につ

いては CEN/ISO 合同での標準化作業が最終段階にあ

る。また、欧州（CEN）では EETS 車載器を他の多く

の付加価値サービスに使用できるよう検討を開始してお

り今後の動向が注目される。図２に、欧州各国の EFC

に対応できるよう DSRC 方式も統合化した車載器の例

を示す。（「ITS の標準化2010」 JSAE から引用）

３ 北米の動向
　2009年１月９日に米国運輸省の研究・革新技術局

（RITA）は、2000年代初頭より展開されてきた路車協調

プロジェクトである VII（Vehicle Infrastructure Integration）

の全潜在能力をより良く象徴するために VII の新しい名

称とロゴ導入した。新たな名称 IntelliDriveSM は、従来

の VII における運転環境の安全に関する革新に関する概

念を継承するが、今回の改名は従来の VII 概念より一層

広範な一連の潜在的な技術と機能を包含するものとして

いる。

図１　協調システムの概念（欧州委員会決定添付文書より）

図２　DSRC方式を統合化したEETS車載器の例



�

　VII と IntelliDriveSM の主要な相違点を図３に示す。

また、車輌、インフラ、携帯機器の間での交通環境への

接続を特長とするマルチモーダル陸上輸送システムであ

る IntelliDriveSM のコンセプトを図４に示す。（何れも

2009年11月の Shelley Row, Director JPO のプレゼンよ

り）

　図４に示すように、IntelliDriveSM においては電子支

払い（E-payment）は重要なアプリケーションの一つと

なっている。電子支払いのアプリケーションの一つであ

る環境・渋滞対策のための通行料収受は米国運輸省にお

ける ITS 関連の最重要テーマの一つであるが、最近で

はインフラの資金源としての通行料収受が大きな課題と

なっている。米国人の自動車走行距離は急速に減少して

おり、また、燃費の良い車の利用などで、ガソリン税の

他に米国の輸送インフラの資金源として新たな財源が必

要とされているからである。

　輸送インフラ利用者に対する直接的な通行料収受

（ETC）には、米国内でのインターオペラビリティ確

保が必須となる。米国における ETC 装置のインターオ

ペラビリティ（コンパチビリティ）標準としては、現在

IEEE において標準化の最終段階にある5.9GHz DSRC

（IEEE 802,11p:WAVE）が候補に挙げられる。

　米国の5.9GHz DSRC は ASTM（米国材料試験協会：

配備に焦点を当てるプロトタイプとPOC（proof of
 concept）

DSRCのみ

VII IntelliDriveSM

技術的オプション

OEM製品のみ アフターマーケットと改造への配慮

全型式の車輌軽車両に重点

広範な利害関係者の関与限定された利害関係者

プログラムの透明性拡大アウトサイダーの限られた視界

国際協調米国にフォーカス

USDOTの強力で結合的支援、協調と指導プログラム間の弱い結合

IntelliDriveSMは接続性！

プローブ
データ

電子支払い

信号フェーズと
タイミング

�リアルタイム ネットワークデータ

搭載路側装置

革新のための
機会（民間部
門の活用）

安全メッセー
ジ

“ネットワーク”

現在の ASTM International）で1996年から標準化への

取り組みを開始し、2004年には5.9 GHz 帯の DSRC 規格

が完成している。（ASTM E2213-03）

　1999年10月22日に FCC（連邦通信委員会）は DSRC

ベースの ITS アプリケーションに対して5.9GHz 帯の

75MHz 帯域のスペクトラム割り当てを行い、DSRC 実

施のための基本的な技術規則を採択した。2004年８月に

FCC は5.9GHz 帯 DSRC の最終規定を連邦公報に掲載し

米国の5.9GHz 帯 DSRC 規格が決定した。ここで参照す

図４　IntelliDriveSM のコンセプト

図３　VII と IntelliDriveSM の対比
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る規格は ASTM E2213-03である。これに先立ち、2003

年７月には5.9GHz 帯 DSRC 規格策定は IEEE への移管

が始まっている。

　IEEE では、5.9GHz 帯 DSRC の規格化作業は、７年

間にわたる審議ののち2010年には完了する見込みであ

る。標準化中の IEEE の規格には ETC などの支払い

サービスレイヤーの規定を含む。

　将来の米国 ETC が、インターオペラビリティ標準と

して WAVE を採用することは、実現するとしても長い

期間が必要と考えられる。ITS の世界的な技術リーダー

である米国 MARK IV IVHS 社や RFID タグの有力企業

であるトランスコア社は、5.9GHz DSRC 米国標準の行

き渡るまでにインターオペラビリティの中断なくシーム

レスな移行を提供するために、既存の ETC システムに

対してマルチプロトコル技術により米国内のインターオ

ペラビリティを図る試みを発表している。

４ 今後の展望
　前述のように、欧州における汎欧州電子的通行料サー

ビ ス（EETS）と 協 調 シ ス テ ム（co-operative systems）

は、開発経緯こそ異なるが最終的にはセルラ網、

DSRC、GNSS など多様なメディアを活用する統合的な

ITS プラット - フォームを目指していると考えられる。

一 方、 米 国 VII の 後 継 で あ る IntelliDriveSM も、VII

アーキテクチャーをオープンプラットフォーム環境に向

けて改革するとしており、同様な方向を目指すよう方針

転換したように見える。

　欧州と米国は既に、協調システムの開発に関して協力

の方向を打ち出しており、欧米における開発成果は、ア

ジア諸国を含み世界的な影響が考えられる。我が国では

ETC の普及で成功を収めた経緯もあり、５. ８GHz 帯の

DSRC が ITS 通信の中心である。ETC 車載器の付加価

値サービスについても、既に DSRC のマルチアプリ

ケーション対応の規格が整備されている。

　アジア諸国における ITS の展開は当面 DSRC が中心

となろうが、欧州ではセルラ網と GNSS 方式により既

存の ETC システムの拡張を行う動きがあり、アジア諸

国でも同様な傾向が予想される。我が国は ISO TC204 

WG ５（EFC）を通じて、この様な移行プログラムにつ

いて新作業項目提案を準備中である。ITS 技術の国際展

開を図るには、我が国においてもセルラ網と GNSS を

も統合した次世代の統合的 ITS システムの開発が急務

と考えられる。

　オランダに本拠を置く NXP セミコンダクター社は、

50 年以上前にフィリップスが創立した世界でも有数な

半 導 体 企 業 で あ る が、2008 年 ５ 月 に は Siemens 

Mobility 社と車載用オンボードユニットの共同技術開発

に関して技術協力関係を結び、車両緊急通報システム

（eCall）や次世代道路の通行料収受システム向けに開発

した通信モジュール「ATOP（automotive telematics 

on board unit platform）」を開発し公開している。

　米国で標準化中の 5.9 GHz 帯の DSRC（WAVE）に

ついては、欧州やオーストラリア等も米国の方式に準ず

る見込みである。米国 WAVE 向けの専用チップを開発

したという発表はないが、もともと WAVE は無線

LAN として普及している IEEE 802.11a のチップセット

の改造による経済上のスケールメリットを生かすことで

あったことを考えれば、WAVE の市場性が明らかにな

れば早急に WAVE 用のチップセットが出現すると考え

られる。

　日本は自身の市場規模が極めて大きいためか、通信・

放送方式で世界的に採用されているものは過去において

殆どなかったのが実情である。しかしながら、日本方式

の地上デジタルテレビ放送規格（ISDB － T 方式）は、

2006 年にブラジルで採用されて以来、官民連携の努力

で同方式の採用を南米各国に働きかけてきており、現在

では南米８ヶ国で採用されている。日本方式の海外展開

における官民連携の例として注目される。

　当面の課題であるアジア諸国への ITS 機器の売り込

みについては、車載器や路側機のみでなくシステム一体

で受注することが重要である。この点で民営化された旧

日本道路公団の技術、ノウハウを海外展開に生かすこと

が望ましい。一例として、IBM は Qfree 社などに機器

は外注するが、システムの元請けとなることにより世界

の ETC 市場で成功している。

　一方、日本で成功した ETC の路車間通信技術である

アクティブ DSRC（ARIB STD T-75）のベトナム、イ

ンドなどアジア各国への展開活動が民間道路会社、メー

カ等で活発化しており今後の事業化が期待される。
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１ はじめに
　ご存知のとおり“ITS”として色々なアプリケーショ

ンが考えられているものの、実際に実現し稼動している

ものと言えば、少し前は交通管制システムと ETC くら

いであったが、今や安全運転支援等の新たな ITS アプ

リケーションも実現されており、今後我が国の ITS 技

術が世界に貢献する機会は増大していくものと考える。

　今後、その国際展開が期待されている我が国の技術で

あるが、本稿では弊社の事例を報告をさせて頂くことと

したい。

２ アジアへの展開
　ITS と言うと、ETC 導入以前の料金収受システムは

含まれないかも知れないが、弊社の国際展開はここに始

まっている。

　1986年にインドネシアへ料金収受システムを納めたこ

とが国際展開の第１号であり、その後マレーシア、米

国、韓国、シンガポール、中国、タイ、ベトナムに展

開、うちマレーシア、シンガポール、タイについては、

ETC あるいは ERP（Electronic Road Pricing）を含ん

だ契約となっている。

　これらの ETC/ERP については、当時はまだ ETC に

関する国際標準はなかったため、全て周波数帯は

2.45GHz の Passive タイプのものであった。シンガポー

ルの ERP システムは、お蔭様で1995年の契約から15年

が経つ現在も同国の重要なインフラとして稼動してい

る。

9

民間における ITS技術の国際展開の現状と
今後の展望

 
三菱重工業株式会社　交通・先端機器事業部 ITS部

図１　シンガポールERPシステム
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３ シンガポールERPシステム
　ここでシンガポールの ERP システムにつき、少々説

明させて頂く。シンガポール ERP システムは、日中に

ある定められた国の中心部（Restricted Zone）に車で

進入する際にはその進入ライン（Cordon Line）上にあ

る課金ポイント（ガントリと呼ぶ）を通過する際に、車

載器に挿入された Prepaid の Smart card（接触式 IC

カード）より所定の課金が引き去られるシステムであ

る。

　車載器を搭載していない場合や、IC カードの残高不

足等で所定の課金が為されなかった場合には車輌後部の

ナンバープレートが撮像され、自動的に車の所有者に支

払督促状が発行されるシステムである。

　当初は35ヶ所のガントリから開始されたが現在は86ガ

ントリまで増加、一部のガントリでは夜間課金も開始さ

れており、累計の車載器納入も約230万台となってい

る。また、昨年から市場に出ている第二世代の車載器は

図２　シンガポール向け In-vehicle Unit（車載器）右側はモーターサイクル用

図３　シンガポールElectronic Parking System
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図４　Global ETC用車載器

接触式・非接触式双方の IC カードが使える Dual Mode

型となっている。

　シンガポールの ERP システムにつき特筆すべきこと

は、シンガポール国内の車輌のほぼ全てに車載器が装着

されているということだ。これは当初国内全ての車輌に

車載器が無料で配布されたことで実現されているものだ

が（現在は有料）、これにより同じ車載器と IC カード

を利用した駐車場システムが既に1000ヶ所を超え運用さ

れており、車載器をコアにした、いわゆる ITS アプリ

ケーションが今後も増えてくると考えられている。

４ Global ETCの展開
　一方、現在の ETC は国際標準で周波数帯も5.8GHZz

と規定されているので、シンガポール以外の国々に向け

ては弊社も国際標準に則した機器（車載器、アンテナ、

同コントローラ）を開発、海外に展開すべく鋭意拡販中

である。

　これは基本的に2007年に道路新産業開発機構殿が策定

された Global ETC の考えに基いたものとなっており、

5.8GHz Active DSRC を用いた通信仕様で、車載器は

Prepaid の非接触式 IC カードに対応する２ピースタイ

プとなっている。

　現在は欧州や米国仕様のシステムがまだ入っていない

エリア（主に東南アジア）に対し拡販活動中である。具

体的には円クレの導入や政府主催によるセミナーの開催

等、日本政府による強力な G to G の後押しが展開され

ているマレーシアやベトナム、インド、インドネシアを

ターゲットとしており、一部の国ではデモを行ったりト

ライアルに参加したりしている。

　現在まだ国として共通の ETC 通信規格を決めていな

い国々においては、昨年頃までは日本方式（ARIB 

Active DSRC）の他、欧州方式（CEN）と赤外線方式

（IR）が主な Competitor であったが、国によっては最

近は日本と同じ Active 方式を採用している韓国勢や、

Active 方式であると謳っている中国勢に加え、廉価な

車載器を売り物にした米国の RFID 方式が参入し、厳し

い展開となっている。

　今後暫くは各国において“先に実績を作る”という力

勝負が続くと考えられるが、導入を検討している客先も

以前とは異なり、かなり ETC に関する知識も身に付け

てきているので、日本政府の皆様の引き続いてのご支援

に加え、粘り強く日本の ETC 通信仕様の良さを客先に

説き、日本の優れた ITS/ETC を世界各国に展開してい

きたい。
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２

１ はじめに
　首都高速道路㈱では、これまで、（独）国際協力機構

（以下、JICA）が実施する研修の受入れや JICA を通

じた長期専門家の派遣、道路関係の国際機関（PIARC、

REAAA、IRF 等）への協力等の海外協力事業を行って

きたところであるが、更なる国際化への対応と海外事業

展開を見据え、昨年度、国際関連業務を専門に扱う組織

を設立した。これまで、阪神高速道路㈱と協調したカン

ボジア、タイとの技術協力に関する覚書締結や、JICA

調査業務の受注に取り組んでおり、本稿ではこれまでの

取組み状況を報告する。

２ カンボジアへの技術協力の展開
①　背景

　当社では、カンボジア公共事業運輸省（Ministry of 

Public Works and Transport, 以下、MPWT）に対して、

平成15年から継続して JICA 長期専門家の派遣を実施し

ている。また、JICA からの依頼により、カンボジア国

経済財務省関係者を対象とした用地取得に関する本邦研

修を平成20・21年度の２ヵ年にわたり実施した。このよ

うな技術協力を通じた関係構築の中から、当社の有する

経験や知識、技術力が評価された結果として、平成21年８

月24日、カンボジア・プノンペンの MPWT 内にて、MPWT、

首都高速および阪神高速による技術協力に関する覚書を

締結した。なお、高速道路会社が海外省庁とこのような

覚書を締結するのは本件が初めての事例である。

②　技術協力に関する覚書の内容

・ 友好的な関係の維持と更なる強化、道路整備・環境保

全に関する情報交換を目的

・ セミナーや会議等による技術情報の共有・交換、専門

技術者や研修生の交換を実施

首都高速道路によるカンボジア・タイへの
技術協力の展開

 
首都高速道路株式会社　建設事業部　国際企画グループ

高速道路会社の
海外への技術協力
　アジア諸国等へ日本の高速道路技術等を輸出する動きが出てきている。高速道路会社の民
営化によって出てきた最新の動向を特集し、今後の高速道路事業の海外戦略を探る。
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３ タイへの技術協力の展開
①　背景

　タイ高速道路公社（EXAT：Expressway Authority 

of Thailand）は、バンコク首都圏の交通渋滞を改善す

るため1972年に設立され、現在ではバンコク首都圏を中

心に約210km の営業路線を持ち、１日の利用台数は約

130万台と、首都高速に類似した道路管理者である。当

社からは昭和59年から約14年間、７代に渡って JICA 長

期専門家を派遣してきた経緯がある。このような背景も

あり、高速道路関連分野での技術協力および情報交換を

行っていくことを目的として、平成22年４月７日に大阪

市・阪神高速道路㈱本社において、EXAT、阪神高速お

よび首都高速との間で技術協力に関する覚書を締結し

た。

②　覚書の内容（技術協力の範囲）

・自動料金収受システム（ETCS）

・交通管制及び高度道路交通システム（ITS）

・橋梁及び道路の維持管理

・専門家の交流

Rural Road）所管の橋梁12橋について、タイ側へ技術

移転を行いながら、橋梁毎に予防保全的な長期維持管理

計画の策定を行うとともに、DRR の橋梁維持管理体制

の改善に対する提案を行い、DRR の維持管理能力向上

を図るものである。業務概要は以下のとおりである。

（業務概要）

・ 現行の点検、メンテナンス、補修の状況および体制の

レビュー、現状での課題整理

・ DRR 所管のチャオプラヤ川12橋の現況の確認、点検

の実施

・予防保全的な長期維持管理計画の策定

・ 点検作業・評価マニュアルおよび長期維持管理計画の

策定、アクションプランの作成

・DRR の橋梁維持管理体制への提案

（履行期間）

・2010年２月25日～2011年３月14日

５ おわりに
　首都高速は、海外事業展開については、やっとスター

トラインに立ったところである。今後、当社の得意分野

である都市内高速道路の建設・管理・運営に関する技術

を活用し、更なる海外への技術協力の展開を進めていき

たいと考えている。

　なお、６月15日には、インドネシア国・Jasa Marga, 

Astratel および首都高速の三者による覚書を締結したと

ころである。

　当社として初の海外民間企業との覚書締結であり、将

来のビジネスチャンスに繋がるように取組んでいきた

い。

４ JICA調査業務受注等による更なる海外展開
　長大・首都高 JV によるタイ国橋梁維持管理計画策定

調査（チャオプラヤ川架橋）の受注

　当社では、JICA コンサルタント調査業務である標記

案件を㈱長大との共同企業体として受注し、２月25日に

契約した。本件は、チャオプラヤ川架橋のうち、円借款

で建設され、運輸省地方道路局（DRR: Department of 
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はじめに
　NEXCO 東日本では、これまで国際機関への派遣や研

修の受け入れなどを通じた国際協力や国際交流を中心に

進めてきたが、現在はこれまで培ってきた技術やノウハ

ウを活かした海外事業にも積極的に挑戦している。今後

は、更なる事業推進に向けた体制強化を図り、海外業務

においても NEXCO 東日本グループ全体として、グ

ループ各社が持つ強みを活かしながら海外における高速

道路整備に貢献していく。

1 コンサルティング業務への参画
　高速道路に関わる総合的な技術やノウハウをリソース

（資源）として、海外の高速道路の整備に貢献し、安定

的・継続的なコンサルティング業務の獲得・実施を行っ

てきた。その最初のステップの代表的な事例として、ア

ルジェリア東西高速道路建設工事への設計技術協力があ

げられる。

　その後引続いてヴェトナム南部高速道路に係る詳細設

計やインド─ハイデラバード外環道路に係る ITS 導入

支援調査、パキスタン─インダスハイウェイ交通管制基

本設計業務やスリランカ高速道路料金所設計業務、また

マレーシアやタイの ITS 現況調査など、アジアを中心

としたコンサルタント業務に取り組んできた。

　今回はその中でも、現在グループ会社と協働で精力的

に取り組んでいる、インド─ハイデラバードにおける業

務について以下に紹介する。

【インド―ハイデラバード外環道路 ITS導入支援調査】

　現在当社が JICA（国際協力機構）より受注し、インド

において実施している、「インド国ハイデラバード外環

道路建設事業 ITS 導入支援プロジェクト」は、平成22

年２月に当社及び他２社との３社 JV により受注したコ

ンサルタント業務であり、主な内容はハイデラバード市

域を取り囲むように建設されている外環道路に対する、

ETC を含む料金徴収施設や交通管制センターを含む情

報提供施設といった、ITS 関連の導入支援調査である。

NEXCO東日本によるインドを
中心とした取り組み
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図１　ハイデラバード位置図 ハイデラバード市街の様子
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　ハイデラバードは、アンドラプラデシュ州の州都とし

てインド中央のデカン高原に位置し、インド６大都市の

ひとつに数えられている。近年、IT 産業の拠点や観光

地として急速に発展しているハイデラバードは、深刻化

する交通渋滞が大きな課題となっている。ハイデラバー

ド外環道路は、“ハイデラバード国際空港”から IT 産

業が集積する“ハイテクシティ”を結ぶ区間を含む全長

約158ｋｍの外環道路で、急速な都市化に直面している

ハイデラバードにおいて今後の発展に寄与する社会基盤

として期待されている。これまで JICA は外環道路北部

区間の建設事業や全区間の ITS 導入について円借款に

よる支援をしてきた。

　当社はこの ITS 導入に関して JICA から発注された

一連の調査業務を2008年から受注してきており、その中

で将来のネットワーク化を見据えて対距離料金徴収を可

能とする ETC をはじめとした料金施設の発注図書作

成、運用開始後の料金徴収体制の策定から料金所職員訓

練、また管制センターや道路交通情報提供施設に関する

発注支援や運用体制の作成などの業務などを担当してい

る。

　本業務の実施に際しては、その特性から、当社社員の

ほかに、ネクスコ東日本エンジニアリング、ネクスコ・

トール関東も加わり、NEXCO 東日本グループが有する

高速道路の管理運営マネジメント力の結集により行われ

ている業務といえる。

2 インドにおける事業展開
　前記コンサルティング業務に加えて、現在ネクスコ東

日本では、海外における高速道路の管理運営事業への参

加を目指して必要な検討を進めている。

　これらに関する大きな取り組みの一つとして、事業展

開の足がかりとなるべく、インド─デリー近郊における

駐在員事務所の設置に着手している。現時点において

は、インド当局への許可申請手続き中で、夏までには本

格的に業務を始動できると見込んでいる。

　現在インドにおける道路整備は目覚しく発展している

が、高速道路整備はまさにこれからといったところで、

インド国内からは海外の資金力や技術力を呼び込もうと

大臣クラスの誘致活動が盛んに行われるなど、様々な試

みが行われている。インドの更なる発展のためには、高

規格道路の整備は必須として、インド政府も力を入れて

きている。このような情勢に鑑み、日本政府も、日本企

業のインド進出に力を入れており、PPP（官民パート

ナーシップ）など、民間資金を活用したプロジェクトへ

の移行や更にその民間資金を調達する際の政府保証の活

用なども検討されるなど、日本企業の海外への進出を積

極的に図ろうと様々な試みがなされてきている。

　このような中、当社は今後早期に設立されるインド事

務所を中心として、日本政府や他の日本企業とも協力し

ながらインドを主としてアジア中心とした地域における

図２　ハイデラバード外環道路

ハイテクシティ ※ デル、マイクロソフト等の
IT 企業が集積する地域

ハイデラバード外環道路

ハイデラバード中心市街

国際空港
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高速道路の管理運営事業に参画していくための準備を進

めている。めている。

3 国際協力／国際交流
　国際協力や国際交流活動は、これまで同様当社の海外

事業の主たる業務である。今後もこれらの活動を継続

し、国際的に信頼される企業を目指すとともに、活動を

通じて、企業価値の向上・人材の育成・組織の活性化に

つなげていく。

　現在、NEXCO 東日本から３名の JICA 長期専門家を

派遣している。インド、パキスタン、スリランカにそれ

ぞれ１名派遣しており、過去にもこれらの南アジアや東

南アジアの国々を中心に多くの派遣実績を有している。南アジアの国々を中心に多くの派遣実績を有している。

おわりに
　NEXCO 東日本は、これまでも JICA 専門家派遣や海

外技術協力としての海外事業を実施し、海外派遣者だけ

でも既に20ヶ国以上の国々に対し、数十名に上る。昨年

４月の海外事業チームの立ち上げをステップに、海外に

おいても『あなたに、ベスト・ウェイ』“Best Way to 

Your Country ～ from NEXCO － East ～”の実現を目

指して、当社の高速道路整備に関する総合的な技術力や

高速道路に係る問題解決能力を提供し、当該国にとって

の最善の高速道路づくりに貢献し、国際社会から信頼さ

れる企業を目指していく。

インド交通省ナート大臣との会談

派遣専門家を交えたインド高速道路技術委員会における高
速道路設計基準の議論
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１ はじめに
　NEXCO 中日本は、これまで高速道路の建設・維持管

理を通して蓄積した技術・経験等の活用により、海外事

業の本格的な展開を進めている。本稿では、海外事業の

展開方針、推進体制、これまでの取り組み及び今後の展

望を紹介する。

2 海外事業の展開方針
　2010年度に新たに策定された経営計画では、国際社会

との交流や国際貢献の推進を全社共通通施策として、ま

た、海外における収益事業については関連事業施策とし

て位置づけ、海外事業を積極的に推進する姿勢を明確に

示している。

チャレンジＶ　―みちの明日へ―

2010―2014　長期・中期・年度経営計画（抜粋）

【全社共通施策】

国際社会との交流や国際貢献を実施します。

　● 海外視察団の受入など海外道路事業者との交流や

国際会議への参加・支援を通じ、国際的活動に対

する貢献を積極的に行います。

　　・ 海外視察団の受入交換研修など、海外道路事業

者との交流を深め、情報交換ネットワークを確

立・強化するとともに、当社グループ独自の情

報収集・分析を行います。

　　・ PIARC（世界道路会議）、IBTTA（世界有料道

路連盟）などの国際会議への参加・支援を通じ

て当社グループの事業や技術を紹介します。

　　・ 国が実施する海外協力事業に積極的に協力しま

す。

　● グループ全体で海外業務経験者を積極的に活用す

　　 るとともに、海外事業で活躍できる人材を育成し

ます。

　　・ 海外事業に参画可能な社員数、語学研修や実務

スキル研修により計画的に育成し、現状の54

名に対し、2013年度までに100名以上を目

指します。

【関連事業施策】

海外における収益事業を積極的に展開します。

　● アジア地域を中心として、グループ一体となって

有料道路事業などの収益事業を幅広く展開しま

す。特にベトナムにおいては、現地事務所を拠点

として積極的に事業を推進します。

　　・ 海外事業を関連事業収益の大きな柱に成長させ

るため、海外の道路事業案件に積極的に参画し

ます。

　　・ アジアをはじめ、幅広くコンサルティング業務

の受注を拡大します。

　　・ 収益獲得のため、当社グループの事業や技術の

PR 資料を作成し、国際会議などの場で積極的

に情報発信をします。

　当社の海外事業展開は、以下の３つの要素から構成さ

れる。ここでは、各々の概要とこれまでの取り組みを紹

介する。

（１）収益事業

　収益事業は、経営計画に基づき、当面アジア地域を中

心に積極展開を図っていくこととしており、とりわけ、

当社が特に重点を置いているのはベトナムである。ベト

ナムの策定する高速道路マスタープランでは、計画延長

約5,900㎞のうち、約2,600㎞を2020年までに整備すると

しており、事業費は2020年までに247億米ドル、2020年

以降に232億米ドルが見込まれている。

NEXCO中日本における
海外事業の取り組み

中日本高速道路株式会社　関連事業本部　海外事業チーム
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お、現在の同事務所は、社員１名と現地採用の秘書１名

の２名体制をとっている。

　また、ベトナム以外の国においても、事業展開の可能

性を調査すべく、現地に社員を積極的に出張させてい

る。

　加えて、本年５月の前原国土交通大臣訪ベトナムの際

は、当社矢野元会長も随行させていただき、日本の高速

道路に関するトップセールスを実施したところである。

（２）国際交流・国際貢献

　２点目は、広く世界中の道路関係者とお互いの技術・

ノウハウ等を共有する国際交流と、当社の技術や経験に

ついて、それを必要とする海外の道路事業者等に無償で

提供する国際貢献である。

　国際交流の主な舞台は、道路関係者が集まる国際会議

である。当社が加盟している主な団体として、IBTTA

（International Bridge， Tunnel and Turnpike 

Association；国際有料道路連盟）、PIARC（Permanent 

International Association of Road Congress；世界道路

協会）及び REAAA（Road Engineering Association of 

Asia and Australasia；アジア・オーストラレイシア道

路技術協会）などがあり、これらの団体が主催する年次

総会、セミナー、ワークショップ等に積極的に社員を派

遣し、情報の発信・収集を行っている。また、今年度夏

に 開 催 予 定 で あ る ISAP2010名 古 屋 会 議（The 11th 

International conference on Asphalt Pavements）は、

当社本社の位置する名古屋での開催でもあり、当社の技

術力を世界各国からの参加者に発信するとともに、ブラ

ンドアピールを行う予定である。

　また、2009年度には、マレーシア PLUS 社（マレー

シアの高速道路のうち、南北高速道路などの管理会社を

束ねる会社）と締結した情報交換、協同研究及び人事交

流などを目的とした MOU に基づき、相互の社員の交換

研修を約半年間実施した。この交換研修については2010

年度も引き続き実施する予定である。

　当社が実施する主な国際貢献は、JICA など国の機関

を通じた専門家の派遣や視察の受け入れである。2010年

５月末時点で、在エチオピア日本大使館へ二等書記官と

して、ベトナム国交通運輸省に高速道路システム運営・

維持管理アドバイザーとして、さらにスリランカ国道路

省道路開発庁に道路行政アドバイザーとしてそれぞれ社

員１名ずつ派遣している。

　視察の受け入れは、幅広く多くの国・組織から行って

おり、2009年度は11ヶ国から18回、当社管内をご案内し

た。2010年２月にはベトナム計画投資省ドン副大臣に東

名川崎管制センターや横浜保全・サービスセンターな

ど、また、５月には日越道路セミナーで来日された運輸

交通省ドゥック副大臣をお迎えし、管内施設をご視察い

MPI ドン副大臣（右）と矢野元会長の会見

　当社はこれまで、ベトナムでのコ

ンサルティング案件を８件受注して

いるところであるが、2008年12月に

設置した当社初の海外拠点であるベ

トナム事務所（在ハノイ）を足がか

りとして高速道路整備及び維持管理

などの分野における今後の事業参入

の可能性を幅広く検討・推進するこ

ととしている。

　ベトナム事務所は、現地の高速道

路 建 設・ 維 持 管 理 を 担 う VEC

（Vietnam Expressway Corporation；

ベトナム道路公社）の社屋内に置く

ことにより、日常的な情報交換や相

談を可能とし、将来の事業参入に向

けた準備を精力的に進めている。な
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ただいた。

（３）人材育成・活用

　これまで述べた事業を推進・発展させていくために

は、積極的な人材の育成・活用が前提となる。当社で

は、毎年、各支社で海外事業の概要、今後の展望、留学

制度等を説明する海外事業説明会を実施し、若手を中心

に海外事業への興味の掘り起しを図っているほか、通信

教育や英会話学校での語学学習、留学制度を整備してお

り、2009年度は、英会話学校への派遣は60名、留学生に

ついては２名が米国、スイスで各々の専門分野で学習し

ている。また、国内の海外関係機関での研修を通じ、語

学のみならず国際的なセンスを磨く観点からの育成も実

施している。

3 今後の展望
　当社が考える３つのキーファクター（「収益事業」、

「国際交流・国際貢献」、「人材育成・活用」）とその取

り組みを紹介したが、これらは三位一体であり、いずれ

もバランスよく発展させていく必要がある。当社が事業

展開の対象とするアジア地域は、十分な発展のポテン

当社から派遣された研修生（左から４人目）と PLUS 社社員

シャルを秘めながら、不十分な社会インフラ整備が経済

成長の足かせとなっているケースも散見される。当社の

これまで培ってきた高速道路の建設・維持管理等の技術

やノウハウの活用を通じて当社の収益事業を展開し、

もってこれらの国々の発展に貢献することは、当社に課

せられた社会的使命とも合致する。

　当社の海外事業は産声を上げて間もなく、経験も浅い

が、積極的な姿勢は常に忘れることなく当社の強みを最

大限生かした海外事業を展開していく所存である。

海老名 SA を視察される MOT ドゥック副大臣（前列左から４人目）
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１ はじめに
　NEXCO 西日本では、海外事業の一環として、米国に

おいて高解像度カメラ（HDV）と赤外線技術を用いた

道路構造物の非破壊検査技術に関する技術外販を実施し

ている。本稿では、これらの技術の米国フロリダ州にお

ける適用可能性を検討するために実施した試験施工の結

果について報告し、さらに NEXCO 西日本の米国にお

ける今後の事業展開について概説する。

2 点検技術の概要
　HDV を用いた点検１）では、構造物の表面をビデオ撮

影して得られた画像を用いてひび割れ等の情報を画像処

理にて可視化し、点検技術者が目から得ている情報を補

完する。また、赤外線技は構造物表面の温度分布に着目

して、主に構造物内部の空洞・浮き・剥離を検出する技

術であり、これは点検技術者が現場で行う打音点検によ

り得られる情報を補完するものである（表１）。従来の

目視点検と打音点検の組合せで得られていた情報の多く

は、HDV と赤外線技術の組合せによって補完すること

が可能である。

　HDV による点検結果と赤外線技術を用いた点検結果

を有機的に結合することによって、点検技術者の現場作

業及び机上作業が大幅に削減され、構造物の診断及び補

修計画の立案といった技術業務に多くの時間を費やすこ

とが可能となる。

3 米国フロリダ州における試験施工

（１）HDVによるコンクリート橋の点検

　今回の試験施工では、コンクリート橋上部構造の表面

の状態を HDV カメラ３台を使用して撮影した。当該橋

梁は海上に位置しており、ボート上にカメラを固定して

移動しながら撮影を行った。得られたコンクリート表面

の画像をコンピュータ画面上でズーム表示させることに

より、図１に示すひび割れを確認することができた。ひ

び割れ幅については、画像処理技術により周辺部の画素

との色調の差異に着目してソフトウェアである程度の精

度で特定することが可能であり、さらに、技術者による

机上作業で補足することによって、より精度の高いひび

割れ検出が可能となった。以上の作業の結果、ひび割れ

は幅0.3mm 程度のものまでを検出することができた。

（２）赤外線技術によるコンクリート橋の点検

　試験施工においてコンクリート橋上部構造の表面を赤

外線カメラにて撮影し、コンクリートの浮き・剥離の検

出を行った。損傷の検出には、明石ら２）により開発さ

れた損傷判定システム（J システム ®）を用い、損傷箇

所の温度分布の特徴から損傷の形態、程度、位置の関係

を分析してその危険の度合を「緊急」、「注意」、「観察」

の３段階に分類した。判定システムの出力画面から、浮

き・剥離の範囲もある程度推測も可能であり、これらの

面積をスパンごとに集計することにより、コンクリート

の浮きに着目した補修の優先順位付けに定量的な根拠を

与えることが可能となった。

NEXCO西日本の米国における道路橋
点検技術の導入に関する取り組み

西日本高速道路株式会社　東京支社　海外プロジェクト推進部

表１　HDVと赤外線技術の目的と対応する従来の点検

得られる情報 対応する従来の点検

HDV
構造物表面の性状
（ひび割れ等）の情報

近接及び遠望目視点
検

赤外線
構造物内部の空洞・
浮き・剥離

打音点検
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4 まとめと今後の展開
　本稿では、HDV 及び赤外線技術について、米国フロ

リダ州における実構造物への適用可能性を検証するため

に実施した試験施工の結果について報告した。

　試験施工の結果に基づき、フロリダ州政府に対して技

術プロポーザルを提出した。試験施工を通じて、これら

の点検技術は現場における点検時間を大幅に削減し、必

要な精度で道路構造物の損傷状況を把握できることが検

証できたことから、同プロポーザルの内容は州政府より

承認を得ることができた。

　道路資産のストックが膨大なものとなり、さらに老朽

化に伴い構造物の劣化速度が年々速まる傾向がある中

で、限られた予算・時間・人員のリソースの範囲で構造

物の安全性を担保していくことが求められる。

　HDV 及び赤外線技術は、点検員が現場での目視及び

打音による点検で得ていた情報を迅速に収集し、それら

をデジタルデータとして提供することにより、点検の安

全性及び客観性を増すとともに、技術者の現場負担を軽

減して人的リソースを効率的に配分することに寄与でき

る。

　NEXCO 西日本では、今後、フロリダ州を足がかりに

米国における道路橋点検業務の受注を拡大していき、米

国における橋梁点検業務の効率化、高度化に寄与してい

くとともに、将来は道路維持管理業務全体に事業範囲を

拡大していきたいと考えている。

【参考文献】
１ ）杦本正信：Next Step の橋梁維持管理への提案、JACIC 情報 97， PP80 － 84
２ ）明石行雄・橋本和明・小出博・外川勝：赤外線サーモグラフィーによる点検

手法の開発と考察、土木学会第 61 回年次学術講演会、PP1113 － 1114，2006.9

試験施工対象橋梁

0.6mm

（0.7mm）

0.7mm

0.6mm
（Visual Crack Gauge）

図１ コンクリート表面のひび割れ
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ン車の燃費向上技術の開発を進めると共に、ITS 技術を
活用してドライバーのエコ運転をサポートしたり、渋滞
緩和に資する取り組みを行っている。
　例えばテレマティクスサービス・カーウイングスにお
いては、「最速ルート探索」、情報チャンネル「あなたも
エコドライブ」、「愛車カルテ」のサービスを提供して、
ドライバーの意識向上によるエコドライブをサポートし
ている。

１ 環境への取り組み

　日産は、「人とクルマと自然の共生」の環境の理念の
もと、新車の CO ２排出量を2050年までに90％（2000年
比）削減する必要があると試算しており、そのための技
術開発を行っている。具体的には、「クルマ」「人」「交
通環境」の環境のトリプルレイヤードアプローチとし
て、ゼロエミッション車（EV・FCV）の開発、ガソリ

企業紹介

図１　環境

持続可能なモビリティ社会の実現を目指す
日産の ITSの取り組み

─  門田　紀子
日産自動車㈱環境・安全技術渉外部　技術渉外・製品安全グループ

　日産自動車は、「人々の生活を豊かに」のビジョンのもと、社会の持続可能な発展に貢献することを目指して事業活
動を行っている。車づくりにおいても、地球環境や交通事故、渋滞問題などのモビリティ社会の課題を解決すべく、
様々な技術を開発しているが、特に最近は ITS 技術が果たす役割に注目し、重点技術開発領域として取り組んでい
る。
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２ 安全への取り組み

　日産は、長期的には死亡・重傷事故ゼロを目指し、
“Real World Safety”（リアルワールドセーフティ）と
いうコンセプトのもと、2015年までに日産車がかかわる
死亡・重傷者数を半減（1995年比）させるとの目標を掲
げ、安全なクルマづくりを進めており、通常運転から衝
突後まで、クルマが状況に応じて様々なバリア機能を働
かせ、少しでも危険に近づけないようサポートし続ける

「セーフティ・シールド」（クルマが人を守る）の考え
方に基づき、ITS を含む様々な安全技術を開発、実用化
している。
　更に「クルマ」「人」「社会」の安全のトリプルレイ
ヤードアプローチとして、車両単独だけでなく、道路上
の通信設備や携帯電話通信などと連携し、周辺車両の状
況や自車を取り巻く交通環境の情報を利用するインフラ
協調 ITS 技術の開発を進めている。

図２　安全

３ 国、自治体、関係機関、企業との連携
による実証実験

　日産は様々なパートナーと連携しながら多くの一般市
民の参加を募って実証実験を行うことで、収集した多量
のデータを技術開発にフィードバックして実用化を加速
させると共に、技術に対する世間の理解を深める取り組
みを行っている。
　その代表例として、日産のグローバル本社が所在する
神奈川県横浜市での活動を紹介する。

SKYプロジェクト

　SKY プロジェクトは、民間４社（日産自動車㈱、㈱

NTT ドコモ、パナソニック㈱、㈱ザナヴィ・インフォ
マティクス（現クラリオン㈱）が、警察庁、神奈川県警
察本部、㈳新交通管理システム協会（UTMS 協会）の
協力を得ながら、2006年から神奈川県において行った実
証実験である。一般ユーザーが日常、車を使用する中で
システムの受容性を評価することが特徴で、路車間通信
を用いた交差点事故防止、スクールゾーンの速度超過時
情報提供システム、プローブ情報を活用した動的経路誘
導システムの実験を行った。ここで得られた成果は、
2009年秋に発売したフーガに搭載している。SKY プロ
ジェクトは、その後地域を拡げ、現在も様々な社会実験
を継続している。
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図４　SKYプローブ

図３　SKY安全
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ヨコハマモビリティ“プロジェクトZERO”

　日産は、横浜市とのパートナーシップのもと、2009年
度から2013年度までの５年間で低炭素社会の自動車交通
実現に向けた５ヵ年実行計画「ヨコハマモビリティ“プ
ロジェクト ZERO”」を策定した。横浜市内における運
輸部門の CO ２排出量を大幅に削減することを目指し、
以下の課題に取り組んでいる。
　１）	 環境に配慮したエコ運転の普及

　２）	 渋滞改善に資する経路案内システムの実証実験

　３）	 環境にやさしい電気自動車の普及

　４）	 検討項目に係る効果評価及び情報発信

　この中では、カーウィングスのユーザーを対象に提供
しているエコドライブをサポートするサービス（エコド

ライブランキング、アドバイス）や最速ルート探索の
サービスを応用して、横浜市の一般市民が参加できる
サービスとして、エコ運転ポータルサイトで燃費を競う
「E １グランプリ」、エコドライブ簡易診断ツールを活
用した「エコ運転講習会」、短時間で到着できるルート
と最適な出発時刻を Web 上で検索する「クルマの時刻
表」（㈱野村総合研究所、㈱ユビークリンクとの共同）
を提供している。
　日産は今後も、様々なステークホルダーと連携しなが
ら、モビリティ社会を取り巻く諸課題に取り組むと共
に、車の新たな可能性を拓く ITS 技術の開発にチャレ
ンジしていく。

図５　YMPZ　Ｅ1
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１ 　はじめに

　2008年12月に欧州委員会（EC）か
らITS行動計画（COM（2008）886１）
が発表され、欧州における協調型ITS
標準化の動きが加速している状況につ
いては、本誌においてもすでに報告さ
れている２とおりであるが、本稿で
は、主に前回報告以後2010年前半まで
の動きについて報告する。

２ CEN TC278および ISO TC204に
おける新 WG の設立

　CEN（欧州標準化委員会）におい
てITS分野の標準化を担当するTC278
は、2009年３月にプラハで開催された
総会で、協調型ITSについて更なる調
査を行いTC278の関与について助言す
るための作業グループとしてWG16の
創設を承認した。同９月にロンドンで
開催された総会では次に示す４項目を
予備作業項目として承認し、本格的な
標準規格策定に着手することとなっ
た。
・�Co-operative�systems-Classifi�cation�

and�management�of�ITS�applications�
in�a�global�context．

・�Co-operative�systems-Co-operative�
system�application�messages，pro-
tocols�and�profi�les．

・�Co-operative�systems-ITS�applica-
tion�requirements�for�automatic�se-

lection�of�Communication� interfac-
es．

・�Co-operative�systems-Definition�of�
Local�Dynamic�Map�concept．

　上記の動きに伴い、ISO（国際標準
化機構）においてITS分野の標準化を
担当するTC204は、同月バルセロナで
行われた総会で、ISOとCENの間の
ウィーン協定３に基づき、対応する作
業グループとしてWG18の設立を決定
するとともに、同WGでの検討につい
ては同協定に基づきCEN主導で行う
ことを承認し、協調型ITSの国際標準
化については、実質的に欧州主導で行
われる公算が強くなった。

３ EC による協調型 ITS 標準化について
の Mandate（委任）の発出と受諾

　2009年10月、ECの企業産業総局
（DG�ENTR４）は、ITS行動計画に基
づき、欧州における標準規格策定団体
であるCEN、ETSI（欧州電気通信標
準化機構）およびCENELEC（欧州電
気標準化委員会）に対し、欧州におけ
る協調型ITSの展開のための首尾一貫
した標準規格やガイドライン類の策定
を求める委任（Mandate）『M/453�
EN５』を発出した。
　M/453では、協調型ITSについて、

「車対車（V２V）、車対インフラ（V
２I）およびインフラ対インフラ（I２
I）の情報交換のための通信を基盤と

するITSシステムであり、ITSサービ
スとアプリケーションの利点を更に増
大する可能性を有するもの６」として
おり、インフラシステムの標準化につ
いても言及していることが特徴であ
る。また、車車間（V２V）および路
車間（V２I）通信で使用する通信メ
ディアについて、M/453本文には明記
されていないが、2008年８月に発出さ
れた、ITSの安全アプリケーションに
おける5.9GHz帯（5.875～5.905GHz）
の使用に関するDec i s i o n（決定）

『2008/671/EC７』を参照している。こ
の周波数帯はIEEE�802.11pをベース
とした米国のWAVEで使用する周波
数帯の一部であり、M/453においても
IEEE�802.11pをベースとしたメディア
を想定しているものと考えられる。
　M/453により各標準規格策定団体に
求められた内容はおおむね以下の通り
である。
1．�各標準規格策定団体の協調型ITS

に関する標準化プロセスの既存
ロードマップに基づき、必要とさ
れる以下の標準化活動について分
析する。

　1．1．�協調型ITSをサポートするうえ
で必要とされる標準化作業を総
括する詳細な作業プログラム。

（標準化の対象は道路交通のみ
で水路や鉄道は含まないが、こ
れらの輸送モードとの間での情

欧州を中心とする協調型 ITS
の標準化動向について

ITS

REPORT
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報交換の可能性を検討する。ま
た、将来これらの領域へ標準化
領域を拡張することを否定する
ものではない。）

　1．2．�協調型ITSがドライバー、イン
フラ提供者、緊急サービス提供
者、行政およびその他特定可能
な利害関係者に提供し得る潜在
的な機能を特定する。これらの
機能の利用者に対するプライバ
シー・リスクとリスク対策を特
定する。作業プログラムでは、
協調型ITSがもたらすであろう
経済的インパクトを詳述する。

　1．3．�車車間、路車間およびインフラ
オペレータ間の通信に対して、
相互運用性を保証するために協
調型ITSの分野で最低限度必要
とされる一連の標準を特定す
る。標準は通信、情報、および
セキュリティ標準に分類され、
DATEX（CEN�TC278�WG８）
などの既存作業も考慮する。

2．�上記により特定された最低限度の
欧州標準（EN）を規定の日程内で
作成する。

3．�特定された最低限度の一連の標準
の規則への適合性を評価する試験
法を作成する。

4．�協調型ITSに対する、その他必要
な標準・技術規格を作成する。

　また、標準化活動に当たっては各標
準規格策定団体間の協調、欧州内の関
連団体との協調さらに世界的な標準化
活動と協調することが求められている
ほか、
・�受諾後３ヶ月以内の作業プログラム

の報告
・�受諾後１年以内の作業プログラムの

成果報告、以降は年次進捗報告
・�受諾後20ヶ月後の進捗中の作業状況

と利用可能となった標準を記載した
包括的報告書の提出

・�受諾後の最大限30ヶ月後である作業

終了時の包括的報告書の提示
が求められている。
　2009年12月、CENおよびETSIは
M/453の受諾を表明し、両者による協
調型ITSの標準化活動が本格的に開始
されることとなった。（CENELECに
ついては受諾せず。対象とする標準化
領域が存在しないことが理由と推察さ
れる。）

４ 協調型 ITS 標準化における
欧米協調の動き

　ECの情報社会総局（DG�INFSO８）
と米国の運輸省・研究革新技術管理局

（USDOT�RITA９）は、協調型ITSの
開発分野を特定し、協調型ITSに関す
る世界的にオープンな標準を開発する
ことを目的に、フィールド運用試験と
評価ツール作成のための共同の枠組み
を構築し、協調型ITSにおける車両の
基準を調和させることにより、協調型
車両安全アプリケーションの研究プロ
ジェクトにおいて協力し、各地域の研
究の価値を高めることについて協議を
行ってきた。その成果として、同年11
月、DG�INFSOのZoran�Stančič副局
長とUSDOT�RITAのPeter�Appel長
官は、『協調型ITSの開発協力に関す
る共同宣言10』に署名した。
　この共同宣言は、協調型ITSの国際
互換性を確保し、重複する規格の開
発・適用を排除するため、可能な限り
グローバルな標準化を支援するため、
米国のIntelliDriveSMプロジェクトお
よびEUのプロジェクトのもとで研究
開発が進めせれている分野の中から、
調和の取れた取り組みが利益をもたら
し、協働して研究に取り組むことが可
能な分野を特定することにより、重複
する無駄な研究開発の労を排除するこ
とを目的とし、双方のメンバーによる
合同タスクフォースと作業グループに
よる勧告は、次年度以降の共同研究プ
ログラムに反映される予定である。た

だし、この共同宣言は、対象とする協
調型ITSについて、「車対車（V２V）
および車対インフラ（V２I）通信に
基づくもの」としており、M/453が対
象としているインフラ対インフラ（I
２I）の協調型ITSについては対象と
していない。
　協調型ITS標準化における欧米協働
活動は、今後、関連する標準を国際的
に調和させるための政策声明や、協調
型車両安全アプリケーションの共同研
究の実施計画、フィールド運用試験
データの共有を可能にする共通的な方
法の開発、といった形で具体化される
予定である。

５ M/453に対する第１回
CEN/ETSI 合同報告書

　2010年４月、M/453に対する第１回
のCEN/ETSI合同報告書11が発表され
た。この報告書においては、M/453に
基づく協調型ITSの標準化活動に関
し、
・�期間内に策定されるべき標準のリス

ト
・�CENとETSIの役割分担
・�作業計画実行のロードマップ
・�CENとETSIの協調活動
・�ECとの調整
について記述されている。
　まず、本報告書においては、協調型
ITSについて、M/453で示された基本
的概念については受け入れつつ、標準
化作業に際して対象をより明確化する
ため、「協調型ITSは、ITS全体のサブ
セットであり、安全、持続可能性、効
率性および快適性を単独システムの領
域を超えて改善する目的で、アドバイ
スを与えるか行動を手助けするため
に、ITSステーション間で通信し情報
を共用する12」と再定義している。こ
こで、ITSステーションという、一般
にはあまりなじみのない用語が使われ
ているが、これはETSI�EN�302�665お
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よびISO�21217で定義されている用語
であり、2010年４月にニューオーリン
ズで開催されたISO�TC204�WG18国際
会議の場で提示された資料によれば、

「車内、路側、交通管制・運営セン
ター、サービスセンター、携帯機器な
どに実装された機器13」と例示されて
おり、事実上、ネットワークで接続さ
れたすべてのITS機器が該当する。
　つぎに、協調型ITSのうち、車車間

（V２V）および路車間（V２I）で使
用する通信メディアについては、極め
て短い通信遅延しか許容されないこと
と、無料での通信が必要なことから、
M/453同様、安全アプリケーションに
ついては、2008/671/ECで確保された
5.875～5.905GHz帯の使用を前提とし
ている。ただ、上記帯域の有効利用の
ため、安全アプリケーション以外のア
プリケーションについては、既存の無
線LANである5.470～5.725GHz帯、お
よび２Gまたは３Gの携帯電話網を活
用することも必要であるとしている。
　また、標準化作業の対象とするアプ
リケーションについては、市街地か農
村地域か、運営上および法律上の制
約、中央集中形運営か分散形運営か、
早期展開の可能性、システムの浸透が
低い状況でも道路安全・交通効率改善
を達成するための影響力などを考慮の
うえ、
・�Cooperative�Awareness�Driving�

Assistance（safety）
・�Floating�Car�Data�Collection�for�

Roadside�Applications
・�Event�Driven�Road�Hazard�Warn-

ing
・�Traffic�Management
・�Cooperative�Traveller�Assistance
を抽出し、さらに機器やシステムの開
発に対する投資を促進するため、
・�Value�Added�Services
が追加されている。
　定義としては協調型ITSの一部と考

えられる道路課金システムおよび緊急
通報システムについては今回の対象と
なるアプリケーションから除外されて
いるように見受けられるが、これは、
自律型EFCおよびeCallシステムに配
備についてのEC指令がすでに発出さ
れていることから意図的に除外されて
いるものと推察される。
　このアプリケーション群に対し、本
報告書では、M/453で要求された「相
互運用性を保証するために最低限度必
要な一連の標準（Minimum�set�of�
standards）」として68項目がリスト
アップされ、各項目からは成果として
１つまたは複数の標準規格がアウト
プットされる。これらは全般（gener-
al）、試験（testing）およびETSIにお
いて既に規定されているITS通信アー
キテクチャーの個々の構成要素に再分
割され、リストの中で簡潔な説明が示
されている。
　CENおよびETSIの協働プロセスに

ついては、CEN-ETSI間の既存の合意
規定で定める「Mode�４14」が適用さ
れ、各作業項目ごとに主導団体を定
め、非主導団体は議決権のないオブ
ザーバーとして標準化プロセスに参加
することとなる。作業項目ごとの具体
的な主導団体については、通信メディ
アについてはETSI、アプリケーショ
ンについてはCENがそれぞれ担当す
るという原則の下、既存の作業項目に
も配慮のうえ、68項目それぞれについ
て決められているが、この部分につい
ては本報告書発表後半年を経た現在に
おいてもなお議論があり、今後も引き
続き協議されていくものと思われる。
また、他の標準規格策定団体が作成し
たものを含め、協調型ITSに関連する
既存の諸規格については、各々の標準
化プロセスの中で、その適応性につい
て評価を行うとともに、冗長な作業を
避けるため、必要に応じて各標準規格
策定団とのリエゾンを行うとしてい

“Minimum set of standards”の構成要素
（ISO TC204 WG18 ニューオーリンズ国際会議資料より）
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る。また、前記欧米共同宣言について
も配慮するとしている。
　最後に、M/453が求める期限内での
標準規格策定について、CENおよび
ETSIは最大限努力するとしているが、
CEN、ETSIほか各標準規格策定団体
における計画性の高い標準化プロセス
があったとしても、欧州標準に対する
通常の公開審議および、これに続く適
合性と相互運用性試験に対する技術規
格の承認プロセスには時間が掛かり、
会員である会社、各国標準化団体の代
表者および標準化団体からの広範囲に
わたる専門家の人的資源を必要とする
とともに、ITSの高度な複雑性と
M/453が求める期限を考慮すると、こ
の報告書で述べられている最低限度必
要な一連の標準の一部のみがこの期限
内で発行されることが予想されるとし
ている。さらに、標準の起草、試験、
プロトタイプ製造およびフィードバッ
クに関わる多くの繰り返しにより、量
産に向けての展開準備の整った標準と
しての条件を満たさない可能性がある
ので、発行された標準の幾つかでさ
え、トライアル標準と見なされざるを
得ない可能性がある。従って、標準化
が完全に終了した時点で、総ての利害
関係者に対して展開するための充分な
リードタイムが必要としている。ま
た、これらの作業については、ECに
よる充分な人的・資金的バックアップ
が必要であるともしている。

６ ISO TC204 WG18ニュー
オーリンズ会議での議論

　2010年４月19～20日、ニューオーリ
ンズにおいてISO�TC204�WG18の第１
回国際会議（CEN�TC278�WG16との
合同会議）が開催された。
　会議においては、協調型ITSに関す
る標準化推進のために、CEN、ISOお
よびETSIがどのように協働していく
かについて、

・�協調型ITS標準化の欧州における調
整はCENが行うが、国際的な調和
活動は今後行う必要があり、CEN
とETSIの作業分担もこれを反映さ
せる必要がある。

・�欧州における協調型ITSの相互運用
性の問題はCEN�TC278�WG16が主
導する。

・�協調型ITS標準化の世界的な調整と
調和はISO�TC204�WG18が主導す
る。

・�相互運用性およびアーキテクチャを
含む通信に関する国際的な課題は
ISO�TC204�WG16が主導する。

・�CEN�TC 2 7 8�WG1 6およびISO�
TC204�WG18が定めるシステムレベ
ルの要求に基づく通信およびセキュ
リティについての欧州における課題
は、CEN�ETSI�TCITSが主導する。

・�公式試験の手順についてはETSIが
世界的に主導する。

という提案がなされたが、現段階では
了承されたものではない。
　また、ISO�TC204におけるWG18の
役割については、「協調型ITSの標準
化における国際的な協働・調和につい
て主導的な役割を果たすことがWG18
の主要な役割と認識する」との総会決
議が採択され、ISO�TC204の既存の各
WGがすでに取り組んでいる作業項目

（WG３の地図に関する作業項目、WG
９のセンター間通信に関する作業項
目、WG14の車両制御に関する作業項
目等）については、既存の各WGの取
り組みを尊重することとなった。この
趣旨に従い、ISO�TC204ニューオーリ
ンズ総会の会期中（４月21日）には
WG14との合同会議が開催されたほ
か、今後各WGとの合同会議が開催さ
れる予定である。

７ 欧米が目指す車両協調型
ITS　～日本との違い～

　CEN�TC278�WG16の作業項目とし

て当初から挙げられている“Local�
Dynamic�Map（LDM）”とは、ある
特定の場所の自動車交通に関連する
様々な事象を、統一された仮想空間内
に動的に位置づけるためのツールであ
り、欧州が考える車両を中心とした協
調型ITSアプリケーションの根幹をな
す概念である。
　LDMのコンセプトのものとでは、
従来「地図」として扱われていた道路
構造など地物に関する情報、車線区分
や右左折禁止などの規制情報、事故や
落下物、路面状況などの事象情報、そ
して空間内を移動する各車両の位置、
速度、加速度などの情報が、統一され
た空間内にレイヤー化されて投影され
る。そして、車載器を搭載した車両
は、LDMに投影された、自車の進路
上の地物、事象、他車の動きなどを自
ら判断して、必要な制御又は支援を行
うことが基本である。同様に、米国の
IntelliDriveSMは、“Here�I�am．”、つ
まり車載器を搭載した全ての車両が自
らの位置、速度、加速度、車両の状態
などを定期的に発信し、受信側におい
ては自車の動きに関係する情報を取捨
選択して必要な制御又は支援を行うア
プリケーションが中心とされている。
　つまり、欧米が目指す車両を中心と
した協調型ITSは、インフラ側から得
られる情報を使うかどうかにかかわら
ず、基本的には車両自らが周囲の状況
を認識し必要な制御又は支援を行うこ
とが基本的な考え方のようである。
　一方、日本ですでに配備が進められ
ているスマートウェイなどの協調型
ITSは、VICSのビーコンやETCなど
既存のスポット的な通信システムを
ベースに発達してきており、基本的に
は路側システムが制御又は支援の必要
性を判断し、車両側には通信を介して
判断結果のみが提供される、「インフ
ラ支援型」を基本としている。
　このように、システムに対する基本
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的な考え方に大きな相違があるため、
日本が車両を中心とした協調型ITS標
準化の国際協働メカニズムに直ちに参
画し貢献することには、かなりの困難
が予想される。

８ あとがきにかえて

　車両を中心とした協調型ITSの通信
メディアとしては、IEEE�802.11pを基
盤とすることをすでに表明している欧
米に加え、オーストラリア、韓国等に
おいても同規格をベースとするシステ
ムのトライアルが開始されるなど、同
規格を採用する動きは世界的な潮流で
あり、その動きを押しとどめることは
おそらく不可能である。
　しかし、車車間通信を基盤とする安
全アプリケーションについては、相当
程度の車両が実際にこれを装備しなけ
れば十分に機能しないという課題があ
る。そのため、とくに配備の初期段階
においては、路側装置を中心とするイ
ンフラ協調型アプリケーションの充実
が車載器普及の鍵となる。
　一方、スマートウェイのような「イ
ンフラ支援型」のシステムを考えた場
合、将来的に、情報提供または支援の
対象となる車両の相当数が同一の通信
メディアを利用しているならば、情報
提供メディアとしてこれを使うことも
自然な流れであろう。
　また、欧州が目指すインフラ間（I
２I）協調システムの標準化は、長期
的な視点で見た場合、インフラ側シス
テムのシステム構築や調達のコストを
大幅に削減する可能性がある。
　協調型ITSの標準化に関する国際協
働の動きはまだ始まったばかりではあ
るが、M/453の達成期限が約２年後で
あることを考慮すると、今後急速に進
展する可能性がある。当機構として
も、関係団体等と連携しながら、今後
も必要な支援を行う所存である。

１�）http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.
do?uri=COM:2008:0886:FIN:EN:PDF

２�）『欧州におけるITSの標準化動向～協調システム
の標準化～』、中村徹、TRAFFIC＆BUISINESS�
No.86、p.p.23—25

３�）http://www.jsa.or.jp/itn/pdf/shiryo/iso_cen_�
vienna01.pdf

４�）The�Directorate�General�for�Enterprise
５�）http://ec.europa.eu/information_society/activities/�

esafety/doc/2009/mandate_en.pdf
６�）“Co-operative�systems�are�ITS�systems�based�

on�vehicle-to-vehicle（V２V），�vehicle-to-infra-
structure（V２I，�I２V）and� infrastructure-to-in-
frastructure（I２I）communications�for�the�ex-
change�of� information．�Co-operative�systems�
have�the�potential�to�further�increase�the�benefits�
of�ITS�services�and�applications．”

７�）http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.
do?uri=OJ:L:2008:220:0024:0026:EN:PDF

８�）The�Directorate-General�for�Information�Society�
and�Media

９�）Department�of�Transportation，�Research�and�
Innovative�Technology�Administration

10�）http://ec.europa.eu/information_society/activities/
esafety/doc/2009/eu_us_joint_decl_on_coop_systems
.pdf

11�）http://www.etsi.org/WebSite/document/Technologies/
First_Joint_CEN_and_ETSI_Response_to_Mandate
_453.pdf

12�）“Co-operative�ITS�is�a�subset�of�the�overall�ITS�
that�communicates�and�shares� information�be-
tween�ITS�stations�to�give�advice�or�facilitate�ac-
tions�with�the�objective�of�improving�safety，�sus-
tainability，�efficiency�and�comfort�beyond�the�
scope�of�stand-alone�systems．”

13�）“units�installed�in�vehicles，�at�the�road�side，�in�
traffic�control/management�centres，�in�service�
centres，�or�in�hand�helds”

14�）http://www.cen.eu/boss/supporting/Reference�
%20documents/Pages/Basic%20cooperation%20
agreement%20-%20CEN%20CLC%20ETSI.aspx
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１ 　はじめに

　2001年に ETC サービスが開始され
てきたが、さらに高速・大容量での双
方向通信を可能とし、多様なサービス
を実現するスポット通信１）（DSRC）
を利用したサービスが開始されてい
る。このスポット通信サービスでは、
ITS 車載器とカーナビゲーションとの
親和性を活用し、よりグラフィカルな
情報の提供や音声情報の提供が可能で
ある。
　国際標準規格である EMV 仕様に準
拠した IC クレジットカードを使用し
た「 車 利 用 型 EMV 決 済２） サ ー ビ
ス」は、スポット通信サービスの更な
る普及促進のため、車内に居ながら
IC クレジットカードによる決済を可
能としたサービスであり、スポット通
信対応の駐車場などにおける EMV 決
済サービスを広めることで、ITS 車載
器ユーザの利便性向上と利用シーンの
拡大を図るものである。
　当機構では、サービスの普及・展開
を図ることを目的とし、車利用型
EMV 決済におけるスキーム、車利用
型 EMV 決済システムを構築する際に
必要となる基本的な機器の構成、機能
要件、機器間インタフェースを検討
し、「DSRC を 利 用 し た 車 利 用 型
EMV 決済に関するガイドライン
（案）」（以下「ガイドライン（案）」と

REPORT

車利用型ＥＭＶ決済システムに
関する取り組み

ITS

図１　路車間通信のイメージ（出典：国土交通省）

図２　対象サービス
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いう。）をとりまとめたものである。
１）�スポット通信（DSRC）サービスには、有料道路

等での安全運転支援情報提供、道の駅や SA・
PA 等での情報接続サービス、駐車場等の料金決
済サービスなどがある

２）�EMV 決済は、IC カードと端末の仕様および双方
の取引実行手順を定めた国際標準仕様に準拠した
クレジット決済処理（EMV：EuroPay、Master-
Card、Visa�International）

２ 　車利用型EMV決済の概要

　近年、磁気クレジットカードよりセ
キュリティが高く、利便性に優れた
IC クレジットカードへの切り替えが
進められている。そこで国際規格に準
拠した IC クレジットカードを用いる
ことにより、カードの耐偽造性の向上
を図ると共に、IC カードや決済端末
といった機器の仕様や決済手法につい
て、業界標準仕様（EMV 仕様）が適
用されるなどのセキュリティが考慮さ
れており、より安全で快適なキャッ
シュレス決済サービスが実現できる。
　さらに、ITS 車載器を利用すること
により、車内に居ながら IC クレジッ
トカードでの決済サービスを実現する
ことが可能となる。現在、駐車場やガ
ソリンスタンド、ドライブスルー、
EV 給電スタンドなどでのサービスを
想定しており、今後の ITS 車載器の
普及が期待される。

３ 　システム導入のメリット

（１）利用者の利便性向上

　本システムの導入による利用者のメ
リットは、以下のようなことが挙げら
れる。
①�キャッシュレス・チケットレス化に

よって手続を簡便化
②混雑時などスムーズな処理が可能
③�駐車場入出場時の幅寄せや窓の開閉

が不要
④�運転に集中でき、駐車場内等におけ

る事故を削減
⑤ �EMV 仕様の IC クレジットカード

であればカードの種類を問わず決
済が可能

⑥�事前登録などが不要
⑦�事業者の割引制度やポイント制度に

対応可能
（２）事業者のメリット

　一方、駐車場などの事業者に対する
メリットは、以下のように考えられる。
①�キャッシュレス化に伴う現金取り扱

い等の管理コストを削減
②処理時間の短縮による売上げ向上
③�他の事業者との差別化
④�情報や広告配信等の新たなビジネス

機会の創出
⑤�利用者動向、利用者履歴等の顧客

データ管理が可能

４ 　ガイドライン（案）の概要

（１）システムの概要

　駐車場などにおいて、ユーザが
EMV 決済での利用料金の支払い意思
を示すと、サービス事業者機器より
EMV 装置へ決済要求を出す。EMV
装置ではスポット通信を介して車載器
に挿入された IC クレジットカードと
EMV 決済処理を実施し、統合サーバ
へ決済の可否（ネガチェック３）また

はオーソリゼーション４）要求）につ
いて確認を行う。統合サーバからの決
済承認が確認できると EMV 装置は決
済処理を完了する。決済完了を受け、
サービス事業者機器では支払手続完了
となり、サービス利用が終了となる。
３）�クレジットカード利用時に行われるカードの事故

情報に基づく利用可否のチェック（オフライン取
引）

４）�クレジットカード利用時にカード会社に対してオ
ンラインで行われる利用可否のチェック（オンラ
イン取引）

（２）各機器の機能概要

１）ITS 車載器
　音声出力型 ITS 車載器とカーナビ
連携型 ITS 車載器があり、ETC 機能
に加え、道路交通情報の受信、プロー
ブ情報の送信、道の駅、SA・PA 等
における情報接続や IC クレジット
カードによる料金支払いを可能とす
る。また ITS 車載器はユーザの意思
確認を行う「“Yes”または“はい”」
／「“No”または“いいえ”」ボタン
の実装やカーナビ画面を使ったコンテ
ンツ等によりユーザのニーズに対応し
た各種サービスが提供可能である。こ
れらの多様なサービスを安全に提供す
るため、スポット通信区間は SPF（Se-
curity�Platform）を用いて、セキュア
な通信環境を確立する。

図３　駐車場における利用シーン
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図４　車利用型EMV決済サービスのシステム構成

図５　車利用型EMV決済フロー
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２）IC クレジットカード
　一般的な IC クレジットカードまた
は ETC カードと IC クレジットカー
ドが一体となったコンビカード。
３）路側機
　DSRC アンテナと路側無線装置から
構成され、車載器とのスポット通信を
確立する。スポット通信区間は SPF
（Security�Platform）を用いて、セ
キュアな通信環境を確立する。
４）アプリケーション装置
　サービス事業者毎のアプリケーショ
ンに対応した路側機の制御装置。アプ
リケーション毎に要求される路車間通
信のデータや、アプリケーションに
よっては、タイミングなどの違いを極
力本装置で吸収し、路側機への影響を
軽減するための装置である。ただし、
路側機と同体であるか、別体であるか
などは、実装時の選択に任せるもので
ある。
５）EMV 装置（POS）
　IC クレジットカードとの間で EMV
決済を実施する装置。
６）サービス事業者機器
　駐車場を始め、ガソリンスタンド、
ドライブスルー、電気自動車電気
チャージスタンドなど、車を利用した
決済サービスのシステム側の機器。
７）統合サーバ
　IC クレジットカードのネガチェッ
クおよびカード会社へのオンライン・
オーソリゼーション・インタフェース
を有し、販売承認機能を実装する。ま
た売上データに基づいた割引やポイン
トサービスなどの機能も提供する。
８）決済ネットワーク
　加盟店（事業者）とクレジットカー
ド会社を繋ぐクレジットカード決済専
用ネットワーク。
（３）決済フロー

　車利用型 EMV 決済の基本的な決済
フローは図５に示す通りである。
①�原則として IC クレジットカードの

ネガチェックとオフライン認証を実
施し、カードの有効性が確認できれ
ば、その時点で決済が完了となる

② �ITS 車載器側の HMI５）の機能的制
約や車内環境が PIN 入力６）に適さ
ないとの考え方から、PIN 入力は
基本的に行わないものとする

③�一定金額以下の小額決済について
は、ネガチェックのみで決済を可能
とする

５）�「Human�Machine�Interface」の略で、人と機器
をつなぐ部分、つまり機器の表示やユーザの操作
を受け付ける部分

６）�暗証番号（PIN）はショッピング等の際に使用す
る４桁の番号（会員識別番号）

（４）決済スキームについて

　クレジットカードブランド会社が認
定した要件を満たすことにより、原則
として IC クレジットカードのネガ
チェックとオフライン認証を実施し、
カードの有効性が確認できれば、その
時点で決済が完了となる（オフライン
取引による決済）。それ以外の場合
は、オーソリゼーションを実施し、
カード会社の決済承認を経て決済とな
る（オンライン取引による決済）。
　また統合サーバでは、カード情報を
キーにした割引・ポイントの付与・管
理サービスを想定しており、付加価値
サービスの提供が可能である。
（５）通信インタフェースの定義

　実際の機器間の物理的通信路は各種
あり、また既設機器の通信路（Ether-
net や RS232C など）を変更すること
が難しい場合があるため、一概に規定
することはできない。そのため、通信
インタフェースに関する定義も物理的
な通信路に依存した記述は難しい。
　本ガイドライン（案）では、OSI 参
照モデル　ISO�7498:1994に準えて、
機器の論理的なレイヤ（論理レイヤ）
と、その下位のより物理的な通信路に
近いレイヤ（実装レイヤ）とに分け、
上位の論理レイヤ間で通信される抽象
化した論理プリミティブにより、機器
に必要なインタフェースを定義した。

５ 　おわりに

　今回紹介したガイドライン（案）で
示した内容を踏まえ、平成22年度は民
間企業との共同研究として各種装置の
開発および標準仕様の策定、実証実験
に向けた検討を実施する予定である。
　当機構においても、産官学が一体と
なり推進する ITS スポットサービス
などスマートウェイ推進の一翼を担
い、スマートなモビリティー社会の実
現や、産業の発展、地域活性化に貢献
できるよう、努力していく所存であ
る。

図６　プリミティブとレイヤ構造
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１ 　はじめに

　前号から紹介しているように、欧州
においては協調システムの標準化が強
力に進められようとしている。広義の
協調システムは路車、車車、路路の連
携を含み、時間的にも対象事象の事
前、直前、直後、事後など広い範囲を
含んでいる。ISO/TC204/WG18（以
下 WG18）が協調システムの標準化を
行う目的で立ち上がったが、事象に対
して時間的に近い領域の路車、車車協
調による直接的な運転支援の標準化は
ISO/TC204/WG14（ 以 下 WG14） が
進めている。2010年４月のニューオー
リンズ国際会議において協調システム
の標準化における WG14の役割の明確
化、WG14と WG18の関係の確認など
が行われた。その内容を中心に WG14
における標準化の推進状況を紹介す
る。

２ 　運転支援の分類

　WG14の標準化を理解するためにド
ライバーの運転支援に関する様々な分
類を簡単に説明する。
（１�）支援方法：ドライバーが運転し

ているときに直接運転を支援する
「直接的支援」と、ドライバーの
運転に関する知識や運転技術を高
めて間接に運転を支援する「間接

REPORT

ISO/TC204/WG14の
標準化動向

ITS

的支援」とがある。
（２�）支援開始時間：支援対象事象

（事故などの危険事象）との遭遇
に対して支援を開始する時間であ
るが、あらかじめ出発前やかなり
手前で混雑情報や天候情報などを
提供してドライバーに注意を促す
「事前支援」、車間警報などに
よって事故の危険を危険事象の直
前で回避するよう支援する「直前
支援」、エアバッグなどのように
事故時に被害軽減を支援する「最
中支援」、事故通報などによって
事故直後の安全処置を支援する
「直後支援」、事故分析などに
よって今後の安全運転につなげて
いく「事後支援」がある。

（３�）路車機能分担：自動車あるいは
道路インフラ単独による「単独支
援」と他との協調による「協調支
援」がある。協調支援には自動車
と道路インフラストラクチャー
（以下インフラ）の協調による
「路車協調支援」と自動車同士の
協調による「車車協調支援」があ
る。

（４�）支援レベル：ドライバーは認
知、判断、操作を行って運転して
いる。その支援には情報を提供
し、認知を支援する「情報提
供」、認知と判断の支援をシステ
ムが行う「警報」、操作まで直接

支援する「制御」がある。
（５�）その他にも運転操作対象（加減

速や操舵）、支援時の責任分担
（ドライバー主体かシステム主体
か）など多くの分類の軸がある。

３ WG14の標準化対象
（スコープ）

　WG14は英語のタイトルが Vehicle�
/�Roadway�Warning�and�Control で
あり、日本では走行制御分科会とよば
れている。その標準化範囲（スコー
プ）は WG14の Program�of�Work に
「WG14は事故防止、効率向上、利便
性向上、運転負荷軽減、安全で安心な
運転の向上を目的とし、運転環境に関
する情報を用いて、ドライバー状態の
モニタ、危険に関する警告、適切な運
転のアドバイス、部分または全部の運
転操作自動化、旅行者の危難の通報と
緊急サービスの要請などを行うシステ
ムの標準化を行う」と説明されてい
る。最後の部分は WG14発足当初に
Mayday�System（ 緊 急 通 報 シ ス テ
ム）の標準化を目指していたので含め
られていたものであるが、WG14にお
ける Mayday�System の標準化は行わ
れなかった。
　「運転環境に関する情報」について
は自動車本体の外部の状態に関する情
報であり、他車、障害物、道路状態、
ドライバ状態などに関する情報であ
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る。その情報源は自車はもとより、イ
ンフラや他車両を含んでおり、いわゆ
る協調システムが WG14の扱う標準化
の範囲に含まれている。WG14の扱う
範囲は前節で説明した「直接的支援」
でかつ「直前支援」または「最中支
援」の範囲である。WG14のスコープ
を図－１に示す。

４ 　これまでの標準化内容

（１�）自動車単独システムの標準化：
WG14は1993年に発足して以来、
自動車単独の安全システムを中心
に標準化を進めてきた。主なもの
を次に示す。

・�ACC（Adaptive�Cruise�Control：
車間制御）

・�FVCWS（Forward�Vehicle�Colli-
sion�Warning�System：追突警報）

・�MALSO（Maneuvering�Aid� for�
Low�Speed�Operation：駐車支援）

・�LDWS（Lane�Departure�Warning�
Systems�：車線逸脱警報）

・�LCDAS（Lane�Change�Decision�
Aids�Systems：車線変更支援）

・�LSF（Low�Speed�Following�Sys-
tems：低速追従）

・�FSRA（Full�Speed�Range�ACC：
全速度域 ACC）

　以上が既に国際標準になっており、

図１　WG14のスコープ

All external factors that affect the vehicle 
or its driver including 
• obstacles 
• traffic 
• weather 
• road surface conditions 
• driver / vehicle physical condition, etc.

Purposes: 
• avoiding crashes 
• increasing roadway efficiency 
• adding to driver convenience 
• reducing driver workload 
• improving the level of traveler safety, 
security & vehicle support

Functions: 
• monitor the driving situation 
• warn of impending danger 
• advise of corrective actions 
• partially, temporarily or fully automate 
driving tasks 
• report traveler distress, request needed 
emergency services

Sensors

Computers

D
ri
ve
r 
or
 

A
ct
ua
to
r

Infrastructure systems
Cooperative in-vehicle / infrastructure systems

In-vehicle systems



37

レ ポ ー ト

最初の三件は改定作業が行われてい
る。以下は現在審議中である。
・�ERBA（Extended�Range�Backing�

Aid�Systems：後退支援）
・�FVCMS（Forward�Vehicle�Colli-

sion�Mitigation�Systems：追突被害
軽減）

・�LKAS（Lane�Keeping�Assist�Sys-
tems：車線維持支援）

（２�）協調システムの標準化：路車協
調システムの標準化も進められて
いる。

・�TIWS（Traffic�Impediment�Warn-
ing�System：交通障害警報）

・�CIWS（Cooperative� Intersection�
Signal� Information� and�Violation�
Warning�Systems：協調型信号警
報）

・�CSWS（Curve� Speed�Warning�
Systems：カーブ速度警報）

　TIWS は阪神高速の阿波座カーブに
設置された前方障害（停止車両）警報
システムの標準化を日本から提案した
ものである。2000年に標準化された
が、当時はまだ協調システムが日本以
外ではあまり取り組まれておらず、IS

（International�Standard：国際標準）
にすることができず、TS（Technical�
Specification：技術仕様）としての成
立にとどまった。CIWS と CSWS は
現在審議中である。

５ WG14のアクション・ 
プラン

　ニューオーリンズにおける WG14国
際会議において WG14のアクション・
プランが定められた。これまで WG14
においては自動車単独のシステムの標
準化が中心であったが、今後協調シス
テムが重点になることを見越して定め
られたものである。その骨子を次に示
す。
・�WG14は今後協調システムの標準化

を重点に取り組む。車単独の残課題

も並行して進める。
・�標準化領域は水平（共通・横断）的

課題と垂直（個別システム）課題が
ある。

・�日米欧３極で進められているものを
優先的に取り組むが、２極のみで進
められているものも検討する。

　これは2009年９月のプラハにおける
WG14国際会議で議長から提案され、
今回審議されて承認された。但し、
ニューオーリンズの国際会議には、火
山噴煙の影響で欧州各国が参加でき
ず、直接意見を聞くことができなかっ
た。

６ 　WG14が扱う協調システム

　日本、韓国、アメリカの関係者が協
調システムの標準化が今後の重点にな
るとの認識のもと、協調システムに関
するサブワーキング・グループを形成
して協調システムに関して WG14が扱
うべき範囲や標準化の対象などを検討
してきた。その検討結果として「道路
インフラが車両を基本としたシステム
とやりとりする情報の種類と、車両と
道路の各要素間に機能を割り振るアー
キテクチャなどを主な対象として国際
標準化を進める」ことを2003年に提案
した。しかし欧州の理解が得られず、
具体的標準化作業には着手できなかっ
た。
　欧州や米国における協調システム標
準化推進の動向を受け、ニューオーリ
ンズの WG14国際会議で WG14が扱う
協調システムについて論議が行われ、
「WG14は車の外からの情報を受けて
短時間に車またはドライバーがハンド
ル、ブレーキ、アクセルなどの操作を
行う必要があるシステムを扱う」とい
う定義が合意確認された。別な言い方
をすると、３節で述べた「直接的支
援」でかつ「直前支援」または「最中
支援」の範囲という WG14のスコープ

を協調システムに適用・確認したもの
である。

７ WG14と WG18の 
役割分担

　ニューオーリンズの国際会議ではそ
れぞれのグループ内における役割論議
結果をふまえて、WG14と WG18との
調整会議が行われた。その結論の骨子
を次に示す。
・�WG14と WG18は協調システムの標

準化を協力して進める。
・�WG18は WG14のスコープと現在審

議中の案件を WG14リードで進める
ことを認める。WG14の協調システ
ムに関する今後の標準化に WG18が
意見を伝えて反映する。

・�WG18は WG14が警報や制御に関す
る協調システムを定義し、それらに
用いられるメッセージに対する要件
を定義することを確認する。WG14
は WG18からのインプットを配慮す
る。

これらの結論は TC204総会で報告さ
れ、総会のリゾルーションに提案され
たが、少数ではあったが欧州から参加
した国から支持されなかった。

８ 協調システム標準化に 
関する各国の動き

　WG14における協調システムの標準
化に関する各国の動向を次に示す。
（１�）日本：協調システムの標準化が

今後の標準化の重点になる。欧州
や米国が既にメッセージセットな
どの基本的・共通的事項の検討を
終えており、いつ具体的標準化提
案が行われてもおかしくなくない
との認識があった。また、国内で
は既にスマートウエイ、DSSS、
ASV などの協調システムの開
発・実用化が世界に先駆けて進ん
でいるのに、国際標準への対応が
あまり進んでいないとの危機感も
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あった。そのような状況のもと、
国内標準化委員会の下に協調シス
テム標準化に関するタスクフォー
スやビジネスチームが形成され、
内外の協調システムに関する開発
状況、標準化対象、標準化方針な
どの調査・検討が行われた。その
検討結果に基づく提案を受けて、
主に協調システムで用いられる
メッセージに関する国際標準化要
件を検討する「協調システム標準
化検討 WG」が国内 WG14走行制
御分科会の下に設置されて活動し
ている。

（２�）アメリカ：カリフォルニア州を
中心に1990年代の自動運転システ
ム開発当時から、路車協調システ
ムの開発に熱心なグループがい
た。近年では路車協調交差点支援
システムの開発などを進めてき
た。IntelliDriveSM においても協
調システムが重点になっている。
安全システムは車車協調システム
を中心に進めようとしている。プ
ローブシステムやその安全応用の
研究開発も進められている。
SAE（アメリカ自動車技術会）
でメッセージセットの標準化が進
められた。官や学における検討が
主体で自動車会社などの民間企業
があまり表舞台に出てきていな
い。

（３�）韓国：国や大学の研究機関で協
調システムの研究開発が進められ
ており、その関係者が WG14にお
ける国際標準化を推進している。
WG14で現在審議中の CIWS（協
調型信号警報）と CSWS（カー
ブ速度警報）は韓国がリーダーと
なって標準化が進められている。
民間企業が積極的に参加している
様子がなく現実的な提案とはなっ
ていない。

（４�）欧州：WG14においてはこれま

で自動車単独システムの標準化の
みを進めてきた。近年、欧州の公
的プロジェクトで協調システムの
研究開発が積極的に進められてい
る。トップダウンで広範囲に開発
が進められていることもあり、
アーキテクチャ、通信、地図と位
置参照、メッセージセットなどの
共通的事項の標準化検討が行われ
ていたが、まだ実用化時期ではな
いとの判断からか、WG14におけ
る国際標準への具体的提案や標準
化推進は行われてこなかった。前
述の WG14における協調システム
に関するサブワーキング・グルー
プにも参加してこなかった。内部
で は ETSI（European�Telecom-
munications� Standards� Insti-
tute）を中心に WG14に関係する
標準化検討が進められている。今
後、協調システムの標準化提案と
推進が強力に進められると思われ
る。

９ 　おわりに

　欧州では協調システムに関する技術
開発と標準化検討が強力に進められて
いて、内部蓄積が大きいと思われる。
協調システムの標準化指令が発せら
れ、予算措置もとられている。今後
CEN/TC278/WG16や ETSI において
欧州の標準化検討が具体的に進めら
れ、ISO/TC204/WG14、ISO/TC204/
WG18、ISO/TC204/WG16などに国際
標準として提案されてくると考えられ
る。
　日本ではスマートウエイ、DSSS、
ASV などにおいて協調システムに関
する研究開発と実用化推進が図られて
おり、個別の技術内容や基準案の検討
が進んでいる。その実力は世界的にみ
ても最先端にあると考えられる。
　しかし国際標準という観点から見る

と必ずしも世界をリードしているとは
言えない。これまで先端を走って推進
してきた協調システムの開発の成果が
国際標準に活かされて、日本の国際的
貢献や国際的市場拡大につながるかど
うか、正念場を迎えている時期であ
る。協調システム関連の標準化範囲は
広い。WG14だけでなく協調システム
全体を日本としてどのように進めてい
くか、日本の戦略・戦術策定とそれを
推進する組織の整備が急務である。



39

レ ポ ー ト

１ 　はじめに

　わが国の社会経済環境は、少子・高
齢化の進行、社会経済の成熟化、価値
観・生活様式の多様化、地球環境問題
の顕在化および情報化社会の進展等、
大きく変化している。
　こうした状況の中、豊田市では、交
通渋滞、交通事故、中心市街地の衰退
等の課題に加え、深刻化している少
子・高齢化（図１）、公共交通の衰
退、環境負荷の増大といった課題に対
応するため、ITS 技術を活用した総合
的な交通施策や公共交通の新たな活性
化施策を実施してきた。
　本稿は、豊田市における ITS 技術
を活用した公共交通対策、および新た
な施策として実施している「地上デジ
タル放送を活用したデマンドバスの取
り組み」について紹介するものであ
る。

２ 豊田市の交通まちづくりの
取り組み

（１）交通まちづくりの取り組み

①　現状と課題

　現在、地方の公共交通は、少子・高
齢化や過疎化等により利用減少が進
み、路線バス等の廃止がみられる。ま
た、こうした公共交通の衰退が更なる
地域の過疎化をもたらしている。
　豊田市でも例外ではなく、平成13年

REPORT

地上デジタル放送を活用した
デマンドバス実証実験

ITS

公共交通分担率は約７％ 鉄道 バス 自動車 二輪車 徒歩
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図２　豊田市の公共交通利用率
出典：第４回中京都市圏パーソントリップ調査（平成13年）

図１　豊田市の高齢化率
出典：豊田市公共交通基本計画（平成19年）

出典：名古屋鉄道株式会社資料
図３　豊田市のバス路線の変遷
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度の利用交通手段をみると、自動車分
担率は70％以上と高くなっている一方
で、鉄道やバス等の公共交通分担率は
約７％（バスは0.4％）と低く、年々減
少傾向にある（図２）。また、平成13年
のバス路線延長は25年前（昭和55年）の
約1/4にまで減少している（図３）。そ
の他、平成17年度の市民意識調査で
は、「鉄道・バスなどの公共交通対
策」が最も重要度が高いと認識されて
いるものの、その満足度は最も低い状
況にある（図４）。こうした、「過度な
自動車依存や公共交通利用の減少」、
「公共交通サービスの低下」および
「公共交通サービス向上に対する期
待」への対応が今後の大きな課題と
なっている。
②　将来交通計画の策定

　豊田市では、こうした交通課題に対
応するため、平成６年から道路整備等
のハード対策と合わせ、TDM 施策等
のソフト対策を実施している。また、
平成11年には「豊田都市圏交通円滑化
総合計画」を策定し、総合的な交通対
策を進めており、同年には「ITS モデ
ル地区」の指定を受けた。さらに、平
成16年には、「豊田地域 ITS 計画」を
策定するとともに、ITS 世界会議愛
知・名古屋2004において ITS の先進
的な取り組みを紹介している。
　平成17年には「EST（環境的に持続
可能な交通）モデル事業地域」の指定
を受け、渋滞対策や公共交通対策等の
様々な取り組みを実施しており、また、
同年には「かしこい交通社会」を目指す
理念のもと、豊田市の各種交通施策を
横断的に連携・統合化した「交通まち
づくりビジョン2025」を策定した。ま
た、本ビジョンと合わせ、当面の５年間
の施策展開を目指す「交通まちづくり
行動計画」を策定するとともに、具体的
な数値目標を設定し、社会実験等を実
施しながら今日まで新たな交通施策を
着実に実施している（図５、図６）。
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図４　豊田市の施策別重要度・満足度
出典：市民意識調査（平成17年）

　第７次豊田市総合計画等の上位計画
豊田市の将来都市像

↓

豊田市の将来都市像を支える交通基盤
道路交通ネットワーク 公共交通ネットワーク

広域交通ネットワーク

道路交通ネットワーク 公共交通ネットワーク

広域交通ネットワーク

　豊田市交通まちづくりビジョン2025
　　　⑴　交通まちづくりにおける基本理念と基本目標の設定
　　　⑵　交通まちづくりの目標実現に向けた基本方針（手段）
　　　⑶　豊田市交通まちづくりの実現に向けた取り組み方針

　豊田市交通まちづくり行動計画
　　⇒豊田市交通まちづくりビジョン2025の理念、方針を受けた具体的な短期施策展開計画

↓

↓

図５ 豊田市交通まちづくりビジョン2025の策定
出典：豊田市交通まちづくりビション2025（平成17年）

2010年目標 2025年目標

渋滞 ◆朝のマイカー通勤時間を現状から
　　４割短縮

◆朝のマイカー通勤時間を現状の
　　1/2に短縮

公共交通 ◆バスの利用者を現状の
　　1.5倍まで増加

◆公共交通の利用者を現状の
　　2倍まで増加

中心市街
地活性化

◆中心市街地への来訪者を10％増加
◆中心市街地居住人口を５％増加

◆中心市街地への来訪者を30％増加
◆中心市街地居住人口を30％増加

交通事故 ◆交通事故（死傷事故）を 20％削減 ◆交通事故（死傷事故）を 1/2に削減

交流 ◆観光入り込み客数のさらなる増加
(1,200万人以上）

◆観光入り込み客数のさらなる増加
　　（1,500万人以上）

環境 ◆二酸化炭素排出量を15％削減 ◆二酸化炭素排出量を20％以上削減

図６ 豊田市交通まちづくりビジョン2025の目標
出典：豊田市交通まちづくりビション2025（平成17年）
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（２�）交通まちづくりにおける ITS

施策の取り組み

①　ITS 施策の概要

　豊田市の交通まちづくりにおける
ITS の取り組みは、大きく「A. 渋滞
解消施策」、「B. 公共交通利用促進施
策」、「C. 中心市街地の活性化施策」、
「D. 交流促進施策」、「E. 交通事故の
削減施策」の５つに分類することがで
きる。このうち、「B. 公共交通利用促
進施策」では、バスのリアルタイム運
行情報の提供や定時性確保支援、デマ
ンドバスの運行等の取り組みが挙げら
れている（図７）。
②�　公共交通の利用促進に向けた ITS

による支援

　上記の公共交通の利用促進に向けた
短期的な取り組みとして、「STAR ☆
T21－Ⅲ（2008～2010年度推進計画）」）
を策定し、ITS による「デマンドバ
ス」や「バスロケーションシステム」
等の支援を行っている（図８）。

A.　渋滞解消

　ETC の活用場面の拡大・信号制御の高度化・VICS による最適経路情報の提供などによ
り、利用者の円滑な自動車移動をできるようなシステムの導入を図る。

B.　公共交通利用促進

　リアルタイムの運行情報の提供やバスの定時性確保支援、デマンドバスの運行などによ
り、自動車利用から公共交通への転換が促進されるような施策の充実を図る。

C.　中心市街地の活性化

　中心市街地へのアクセス性の向上及び中心市街地におけるモビリティを向上させること
で、現在の中心市街地が抱えるバリアを解消するためのシステムの導入を図る。

D.　交流促進

　観光地情報の提供や広域交通情報の提供などにより、地域のおもてなしの向上、アクセ
ス交通の利便性向上により、活発な地域間交流が起こる施策の展開を図る。

E.　交通事故の削減

　ドライバーの安全運転支援や交通事故に関する情報提供の拡充等により、ドライバーの
判断ミスによる交通事故の削減を図るためのシステムの導入を図る。

図７　交通まちづくりにおける ITS 施策の概要
出典：豊田市交通まちづくり行動計画（平成17年）

公共交通サービスレベルの向上
・公共交通の多頻度運行
・公共交通施設近傍の駐車場整備

公共交通サービスレベルの向上
・公共交通の多頻度運行
・公共交通施設近傍の駐車場整備

公共交通利用の促進
・案内標識、サインの充実
・乗り換え施設の整備

公共交通利用の促進
・案内標識、サインの充実
・乗り換え施設の整備

公共交通網の充実
・バス路線網の拡充
・新たな交通手段の導入

公共交通網の充実
・バス路線網の拡充
・新たな交通手段の導入

公共交通の利便性が悪い

公共交通網が不足

公共交通の利用率が低い

インターネット等によるP&R情報の提供

インターネット等による公共交通経路選択情報
の提供

ダイナミックガイダンスとP&R

ICカードを用いた小型自動車共同利用システム

デマンドバス

インターネット等によるバス路線、バス時刻情
報の提供

課 題 対 応 策 案 ITSによる支援

バスロケーションシステム

公共交通優先信号制御（PTPS）

新たな交通システムの導入（自動運転等）

中山間地域のデマンドバス

ICカードの導入と各交通モードの連携

図８　公共交通の利用促進に向けた ITS による支援
出典：豊田市における ITS の取り組み～ STAR ☆ T21－Ⅲ（平成18年）
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（３�）公共交通の利用促進に向けた取

り組み

①�　「豊田市公共交通基本計画」の基

本方針

　豊田市では、前記の将来計画のほ
か、平成19年に公共交通利用促進に向
けた具体的な取り組みを示す「豊田市
公共交通基本計画」を策定している。
これは、中部地方交通審議会答申で策
定された「中部圏における今後の公共
交通施策のあり方」（平成17年３月）
に基づき、同年に７市町村が合併した
新しい豊田市の公共交通の今後のあり
方を示すものである。
　本計画は、「利便性の高い公共交通
ネットワークの構築」を目的とし、こ
の実現のために「鉄道」、「基幹バ
ス」、「地域バス等」、「交通結節点」、
「利用促進策」の５つの基本方針を定
め、これらを連携することで、状況に
応じた公共交通ネットワークの構築お
よび使いやすい公共交通サービスの展
開を目指している（図９）。
②　将来公共交通ネットワーク計画

　将来の公共交通ネットワークでは、
地域ごとの特性に応じた都市機能や生
活機能を集約・高度化していく「核」
を設定し、これを公共交通で連結する
ものとしている（図10）。この公共交
通のバス路線が「基幹バス」であり、
都心・駅・支所等を相互に連絡するも
のとして位置づけられている。また、
「地域バス等」は、地域（コミュニ
ティ）内を運行し、交通結節点に連絡
する公共交通として位置づけられ、地
域の実情に応じ、また地域が主体とな
り、デマンドバス等の公共交通を運
営・展開している。

図９　豊田市公共交通基本計画の基本方針標
出典：豊田市公共交通基本計画（平成19年）

図10　豊田市将来公共交通ネットワーク
出典：豊田市公共交通基本計画（平成19年）

平成17年

平成22年
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３ 豊田市のデマンドバスへの 
取り組み

（１）デマンドバスの運行形態

　一般的なデマンドバスの運行形態と
して、主に次の３つのタイプに整理で
きる（図11）。
①�　「タイプⅠ：時刻固定、路線迂回

型」

　この形態は、主要なバス路線と時刻
表が事前に決定されており、利用者か
ら予約がある場合のみ運行するもので
ある。利用者側の利点は、時間が固定
されているため、概ね時間通りに目的
地に到着することである。一方、欠点
は、迂回により所要時間が長くなる可
能性や、予約状況によって乗車できな
い可能性があることである。また、事
業者側の利点は、利用者が不在の場合
にバスを運行する必要がないため効率
的な運行が可能なことである。
②�　「タイプⅡ：時刻固定、路線非固

定型」

　この形態は、起終点のバス停および
時刻表が事前に決定されており、利用
者の予約に応じて運行するものであ
る。利用者側の利点は、概ね目的地に
時間通りに到着すること、また、予約
に応じてルートを変更するため、出発
地や目的地の近くで乗降が可能である
ことである。一方、欠点は、迂回によ
り所要時間が長くなる可能性や、予約
状況によって乗車できない可能性があ
ることである。また、事業者側の利点
は、利用者が不在の場合にバスを運行
する必要がないことであり、欠点は、
路線が固定されていないため運行経路
が複雑になることである。
③�　「タイプⅢ：時刻非固定、路線非

固定型」

　この形態は、事前に決められた時刻
や路線がなく、利用者の予約に応じた
運行するものである（タクシータイ
プ）。利用者側の利点は、乗りたい時
にいつでも出発地や目的地の近隣で乗

2006年７月 つくばねコース・鞍ケ池コースの両線で福祉バスのデマンド運行の
社会実験実施（～2009年９月）

2006年11月 実験結果をもとに、つくばねコース・鞍ケ池コースでのデマンドバ
スを電話予約バスとして正式運行開始

2007年９月 平井地区においてデマンド運行開始

2008年６月 松平地区のともえ号の再編に伴い、デマンドシステムを導入

2008年９月 小原地域において、おばら桜バスの社会実験開始（～2009年11月）、
稲武地域バスで一部デマンド導入

2009年４月 おばら桜バス運行開始

表１　豊田市デマンドバスの導入経緯

降が可能なことである。一方、欠点
は、予約人数や目的地によって所要時
間が変動することである。また、事業
者側の利点は、利用者が不在の場合、
バスを運行する必要がないことであ
り、欠点は、時刻設定や運行経路が複
雑になることである。
（２�）豊田市のデマンドバスの取り組

み

　豊田市のデマンドバスは、地域バス
等の運行形態の一つとして、地域が主
体となり、また、各地域の実情に適し
た手法で段階的に導入されている（表
１）。
　バスの運行は、利用者が予約セン
ターへ電話予約を行い、一定地域内を
定期または不定期に乗合形式で行われ
ている。また乗降はバス停で行われ、
予約のあるバス停間を運行している。
このうち、小原地域の「おばら桜バ

ス」は、エリア内に自由に運行するフ
ルデマンド型であり、比較的広い範囲
に人口が点在し、路線設定が難しくか
つ需要が極めて少ない地域に適した方
式である。また、乗降所のバス停も工
夫しており、地域内に146カ所もの多
くのバス停を設置している。その他の
地域は、定時・定路線運行との併用で
運行している（図12、表２）。

４ 「地上デジタル放送を活用 
したデマンドバス実証実験」

（１）実証実験の概要

　こうした取り組みの中で、平成21年
には、デマンドバスの新たなサービス
展開を目標として、「地上デジタル放
送を活用したデマンドバスの実証実
験」を実施した（図13）。
　本実験は、豊田市保見地区等におい
て、これまでの電話での予約に加え、

図11　主なデマンドバスの運行形態
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名称 運行事業者 運行日 運行方法 利用者料金 乗降場所 運行車両

①つくばねバス 豊田市生活交通運行
事業協会

火・木曜日 ・８時～19時
・ 時刻表の時間帯以外は電話

予約により運行

・誰でも利用可能
・大人100円
・小学生50円

・ 地域内バス停
16カ所

ジャンボタクシー

②鞍ケ池バス 豊田市生活交通運行
事業協会

火・木曜日 ・８時～19時
・ 時刻表の時間帯以外は電話

予約により運行

・誰でも利用可能
・大人100円
・小学生50円

・ 地域内バス停
7カ所

ジャンボタクシー

③平井バス ㈱西三交通 火・金曜日 ・８時～18時
・ 始発（８時）から９時22分

まで固定ダイヤ運行
・ それ以降は電話予約バス運

行

・誰でも利用可能
・大人100円
・小学生50円

・ 地域内バス停
15カ所

ジャンボタクシー

④松平ともえバス 豊田市生活交通運行
事業協会

火・水・木・
金曜日

・７時～18時59分
・ 定時便は週１往復、そのほ

かは電話予約運行

・誰でも利用可能
・大人100円
・小学生50円

・ 地域内バス停
67カ所

ジャンボタクシー

⑤おばら桜バス 豊栄・小原・豊田中
央共同企業体

平日限定 ・６時～19時
・ フルデマンド

・誰でも利用可能
・大人100円
・小学生50円
・障害者等50円

・ 地域内バス停
146カ所

中型タクシー

表２　豊田市のデマンドの運行状況

図12　豊田市のデマンドの導入状況
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図14　地上デジタル放送を活用したデマンドバス実証実験システムの概要

各家庭の地上デジタル放送 TV から
予約が可能となるシステムを構築し、
デマンドバスの運行実験と評価を行っ
たものである。
　「電話予約」では、利用者がみちナ
ビとよた（ITS 情報センター）に連絡
し、オペレータが予約を行うが、「地
上デジタル放送 TV 予約」は、各家
庭に設置された地上デジタル放送の
TV 画面から利用者自身が操作し予約
を行う。これらの予約情報は、デマン
ドバスに設置された車載パソコンに配
信され、ドライバーがこれを確認し運
行する仕組みである（図14）。
（２）実証実験の結果

　本実験におけるデマンドバスの利用
状況を把握するため、利用者数の調査
を行った。
　実験期間（８日間）の利用人数は、
計218人（１日平均：約27人）で、多
くの利用が確認された。また、地上デ
ジタル放送 TV を利用した予約は約
27％であった（表３）。
（３）実証実験の評価

　本実験におけるシステムの利便性や
利用者意識を把握するため、利用者
（地デジ TV 予約者：約20名、電話
予約者：約40名）に対するアンケート
調査を行った。
　調査結果は以下の通りである（図
15）。
・�（A）「利用目的」は、「①買物」が

最も多い（約７割）。その他、「②通
院」や「⑤趣味・レジャー」もみら
れる

・�（B）「電話予約のし易さ」は、概ね
好意的な意見が多くみられた（「①
予約しやすい」～「③普通」で７割
以上）

・�（C）「地デジ TV 操作のし易さ」も
概ね好意的な意見が多くみられた
（「①操作し易い」～「③普通」で
９割以上）

・�（D）デマンドバスの「必要性」を

日付 総予約数 TV 予約数 利用者数（人）
２月１日 9 6 17
２月３日 16 2 33
２月８日 12 8 18
２月10日 19 4 30
２月15日 14 3 24
２月17日 16 2 26
２月22日 16 4 38
２月24日 14 2 32
合　計 116 31 218

TV 予約率 26.7％

表３　 デマンドバス利用者数調査結果

図13　地上デジタル放送を活用したデマンドバス実証実験の概要

〈地上デジタル放送を活用したデマンドバス実証実験の概要〉

■運行地域： 保見地域と浄水地域の一部　乗降はバス停のある箇所 
（設置バス停は36箇所）

■運行期間： 平成22年２月の毎週月曜、水曜 
１日（月）、３日（水）、８日（月）、10日（水）、15日（月）、17日（水）、22日（月）、 
24日（水）の８日間

■運行時間：午前７時から午後７時まで（最終乗車時間は午後６時）

■乗車料金： 無料（実験運行のため） 
※火曜日、金曜日を運行している既存の保見地域バスは100円

■予約方法： 地上デジタル放送 TV からの予約（事前申請されたモニター対象）又は、電
話による予約（保見地域全住民・電話モニター対象）

■その他　： 使用車両はタクシー車両（中型・黄色）。 
 予約は２週間先まで可能。 
当日予約は乗車時間の１時間以上前
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望む多くの意見が確認された（「①
絶対必要」、「②なるべく必要」合わ
せて概ね７割）
（４）今後の課題

　上記の通り、本デマンドバスシステ
ムの利便性は一定の評価が得られ、ま
た、その必要性についても確認され
た。
　今後は、更なるサービス向上に向け
て、以下のような課題への対応が必要
であると考えられる。
○�「利用者需要」に応じたデマンドバ

ス運行（運行台数や車両形態等）の
検討

○�「利用者ニーズ」に応じたデマンド
バス運行（利用目的・利用時間帯
等）の検討

○�「利用者行動」に合わせたデマンド
バス運行（利用場所・利用施設等）
の検討

○�「高齢者や女性」を対象とした地上
デジタル放送 TV の予約操作の簡
素化（視認性や操作性等）

○�将来の利用需要の変化や地域の状況
に対応した「最適な運行形態」の継
続的な検討

５ 「 地 上 デ ジ タ ル 放 送 を 活 用 し た 
デマンドバスシステムの将来展開」

　今後、地上デジタル放送を活用した
デマンドバスシステムの本格導入を図
る上で、標準的なシステムや他地域へ
の展開およびサービスの拡大等に向け
た検討を行った。
（１�）地上デジタル放送を活用したデ

マンドバスシステムの標準化の検

討

　今後の普及促進や汎用性の高いシス
テム構築を目指し、地上デジタル放送
を活用したデマンドバスシステムの標
準化構成について検討を行った（図
16）。
　本システムは、大きく「予約セン
ターコントロールシステム」、「放送

図16　地上デジタル放送を活用したデマンドバスの標準システム

図17　地上デジタル放送を活用したデマンドバスシステムの地域展開
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図15　実証実験での利用者アンケート調査結果
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局」、「予約端末（地上デジタル放送
TV）」、「車載端末（デマンドバス）」
によって構成され、インターネット、
電話回線、携帯電話網、地上デジタル
放送のデータ放送ケーブル TV 専用
回線等により、データの送受信が行わ
れる。
　データ情報の流れをみると、デマン
ドバスの予約や運行情報は、地上デジ
タル放送のデータ放送の一部として、
放送局より各家庭の地上デジタル放送
TV に配信される。利用者はこの予約
TV 画面において必要な情報を入力し
予約を行う。この予約情報は、地上デ
ジタル放送 TV に接続された電話回
線またはインターネット回線を経由
し、予約センターコントロールシステ
ムに配信される。一方、利用者の予約
情報に基づくデマンドバスの運行指示
情報も地上デジタル放送のデータ放送

図18　地上デジタル放送における多様なメディアの活用

の一部として、車両に搭載されたパソ
コンやカーナビに送信され、デマンド
バスの運転者は、この予約情報に従っ
てバスを運行する。また、デマンドバ
ス車両の位置情報は、GPS により定
期的に取得され、携帯電話網等を経由
して、予約センターコントロールシス
テムに配信されている。
（２�）地上デジタル放送を活用したデ

マンドバスの地域展開

　今後の他地域への展開を考慮し、デ
マンドバスの地域的な展開方策の検討
を行った（図17）。
　地域を都市部、中間部、山間部に分
類し、地上デジタル放送の到達範囲を
考慮した場合のメディアや通信手段は
以下の通りとなる。
○�「都市部」：地上デジタル放送・携

帯電話
○�中間部：地上デジタル放送・携帯電

話・ケーブル TV
○山間部：ケーブル TV
（３�）地上デジタル放送による多様な

メディアの活用

　今後の様々な情報メディアに対応し
たサービス拡大を図るため、地上デジ
タル放送による多様なメディアの活用
について検討を行った（図18）。
　一般的に、異なるメディアにデータ
配信を行う場合は、各メディア毎の配
信データの変更が必要となる。一方、
地上デジタル放送は、非常にシンプル
なデータ構造であるため、データの一
元化が容易で、共通のデータが利用可
能である。このため、各メディアにお
ける表示画面の構成情報の変更のみで
同一情報の同時配信が可能である。
　これらメディアの中で、特に「携帯
電話」は既に１億台以上も出荷されて
おり、汎用的な受信端末として非常に
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有効である。この活用により、都市部
や山間部等の地域別のサービスだけで
はなく、高齢者や障害者・外国人等の
特定個人に合わせた多様なサービスが
提供可能となる。
（４�）地上デジタル放送を活用した他

サービスとの連携

　今後の効率的かつ効果的なサービス
展開を図るため、地上デジタル放送を
活用した他サービスとの連携について
検討を行った（図19）。
　地上デジタル放送の活用により、
様々な公共交通サービスの展開が可能
となるが、今後は、デマンドバス等の
単独サービスだけではなく、例えばバ
スロケーションシステム等との連携に
よる効率的で効果的なサービス展開が
必要となる。

６ 　おわりに

　地方における少子・高齢化の進行や
公共交通の衰退、公共交通のサービス
低下等により、高齢者や身障者等の生
活移動手段の確保や公共交通空白地域
の解消等が大きな課題となっている。
デマンドバスは、これら課題への有効
な施策であり、今後ますますその重要
性が増すと考えられる。
　これからのデマンドバスサービス
は、地上デジタル放送のような新たな
メディアの活用や「いつでもどこから
でも予約可能」といった更なる利便性
向上への対応が必要である。また、よ
り一層、地域の主体的な取り組みが求
められるため、既存システムの活用や
システムの共有化等によるコストの低
減、関係機関の連携や住民協働による
施策の推進等に配慮し、更なる公共交
通サービスの向上や持続可能なサービ

ス展開が必要である。
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図19　地上デジタル放送を活用したバスロケーションシステムとの連携
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INFORMATION

第63回理事会の開催
　６月２日（水）に第63回理事会が開催さ
れ、以下のとおり議決、報告されました。
１�．平成21年度事業報告及び収支決算

（案）について、原案のとおり承認
されました。

　�　平成21年度収支計算書は、表１の
とおりです。（詳細については、当
機構ホームページをご覧下さい）

２�．評議員の選任（案）について、人
事異動等により３名の方が選任され
ています。任期は、前任者の残任期
間となり、平成22年11月30日までと
なります。選任された評議員は、表
２のとおりです。

３�．国土交通省成長戦略と当機構の役
割について報告されました。

表２　選任された評議員
氏　名 所　属 役　職
清水　隆明 日本電気㈱ 執行役員
荒尾　眞樹 オムロン㈱ 執行役員　
長島　　是 三菱重工業㈱ 機械鉄構事業本部　交通・先端機器事業部副事業部長

第29回評議員会の開催
　６月３日（木）に第29回評議員会が
開催され、以下のとおり議決、報告さ
れました。
１�．平成21年度事業報告及び収支決算

（案）について、原案のとおり承認
されました。

　�　平成21年度収支計算書は、表１の
とおりです。（詳細については、当

機構ホームページをご覧下さい）
２�．理事の選任（案）について、長尾

哲理事が退任され、後任として嶋谷
吉治理事が選任されています。任期
は、前任者の残任期間となり、平成
23年５月31日までとなります。（役
員名簿については、当機構ホーム
ページをご覧下さい）

３�．評議員の選任について報告されて
います。

　�　前日開催された第63回理事会にお
いて、３名の評議員が選任されたこ
とについて報告されました。

４�．国土交通省成長戦略と当機構の役
割について報告されました。
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表１　平成21年度収支計算書（単位 : 円）
勘定科目 決算額

Ⅰ　事業活動収支の部
　１　事業活動収入
　　　会費収入 148,500,000
　　　事業収入 518,354,099
　　　その他収入 17,443,140
　　　事業活動収入計 684,297,239
　２　事業活動支出
　　　事業費支出 512,763,324
　　　管理費支出 189,219,583
　　　事業活動支出計 701,982,907
　　　　事業活動収支差額 △17,685,668

勘定科目 決算額
Ⅱ　投資活動収支の部
　１　投資活動収入 126,971,000
　２　投資活動支出 53,359,176
　　　　投資活動収支差額 73,611,824
Ⅲ　予備費支出 0
　　　　　　当期収支差額 55,926,156
　　　　前期繰越収支差額 659,735,195
　　　　次期繰越収支差額 715,661,351
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